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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 平成21年3月 平成22年3月 平成23年3月 平成24年3月 平成25年3月

売上高 (百万円) 37,319 36,650 34,221 36,373 35,178

経常利益 (百万円) 4,739 4,400 4,269 4,293 4,411

当期純利益 (百万円) 2,782 2,562 2,581 2,227 2,701

包括利益 (百万円) ― ― 2,393 2,192 2,672

純資産額 (百万円) 17,604 19,658 21,358 22,858 24,838

総資産額 (百万円) 23,211 25,146 27,316 29,011 31,355

１株当たり純資産額 (円) 1,649.151,844.822,004.432,145.222,330.98

１株当たり当期
純利益金額

(円) 261.13 240.51 242.25 209.02 253.56

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 75.7 78.2 78.2 78.8 79.2

自己資本利益率 (％) 16.8 13.8 12.6 10.1 11.3

株価収益率 (倍) 5.3 9.8 8.6 10.6 8.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,863 4,482 3,154 3,834 4,669

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,865 △2,828 △2,862 6,908△12,298

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △710 △862 △821 △903 △940

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 3,967 4,759 4,230 14,069 5,499

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(人)
611

〔272〕
612

〔281〕
677

〔272〕
688

〔269〕
686

〔246〕

(注) 1. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

2. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 平成21年3月 平成22年3月 平成23年3月 平成24年3月 平成25年3月

売上高 (百万円) 36,151 34,461 32,545 34,712 33,972

経常利益 (百万円) 4,699 4,316 4,157 4,201 4,384

当期純利益 (百万円) 2,758 2,554 2,526 2,188 2,692

資本金 (百万円) 1,040 1,040 1,040 1,040 1,040

発行済株式総数 (株) 10,656,00010,656,00010,656,00010,656,00010,656,000

純資産額 (百万円) 17,507 19,584 21,230 22,690 24,660

総資産額 (百万円) 22,939 24,770 26,840 28,552 30,930

１株当たり純資産額 (円) 1,643.001,837.921,992.342,129.452,314.35

１株当たり配当額
(内、１株当たり
中間配当額)

(円)
75.00
(32.50)

65.00
(32.50)

65.00
(32.50)

65.00
(32.50)

65.00
(32.50)

１株当たり当期
純利益金額

(円) 258.86 239.75 237.06 205.34 252.71

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 76.3 79.1 79.1 79.5 79.7

自己資本利益率 (％) 16.7 13.8 12.4 10.0 11.4

株価収益率 (倍) 5.3 9.9 8.8 10.8 8.7

配当性向 (％) 29.0 27.1 27.4 31.7 25.7

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(人)
545

〔259〕
550

〔263〕
620

〔258〕
629

〔247〕
630

〔231〕

(注) 1. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

2. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

3. パナソニック電工ロケーションシステムズ株式会社は、平成22年3月1日をもって当社が吸収合併しておりま

す。
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２ 【沿革】

　

年月 概　要

平成11年 2月 松下電工株式会社(現、パナソニック株式会社) の全額出資により、資本金300百万円で大阪府門真

市に設立

         3月 情報処理に係わるシステムインテグレーション及び運用・管理を目的として営業を開始

平成13年 7月 日本証券業協会に株式を店頭登録

        12月 大阪市中央区に北浜事業所開設

平成14年 3月 東京都中央区に八重洲事業所開設

         8月 ナイス・ロケーションシステムズ株式会社(パナソニック電工ロケーションシステムズ株式会社、

旧連結子会社)を設立

　　　　11月 株式会社ミントウェーブの株式取得により同社を持分法適用会社化

平成15年12月 東京証券取引所市場第二部に上場

平成16年 7月 大阪府門真市から大阪市北区に本社を移転

　　　　11月 東京証券取引所市場第一部に指定

平成17年 2月 大阪府門真市から大阪市北区に本店所在地を変更

決算期を11月30日から3月31日に変更

　　　　 6月 株式会社ミントウェーブの株式売却により同社を持分法適用から除外

平成19年10月 ヴイ・インターネットオペレーションズ株式会社（現、連結子会社）の全株式取得により同社を

子会社化

平成20年10月 松下電工インフォメーションシステムズ株式会社からパナソニック電工インフォメーションシス

テムズ株式会社に社名変更

平成21年 1月 大阪市西区に大阪中央データセンター開設

　　　　 2月

 
 

平成22年 3月

平成22年 6月

M・NES株式会社の全事業をパナソニック電工ネットソリューションズ株式会社（現、パナソニッ

ク ネットソリューションズ株式会社、連結子会社）が譲受

パナソニック電工ロケーションシステムズ株式会社を吸収合併

首都圏拠点を東京都中央区から東京都港区に移転し東京オフィスを開設

平成24年 7月 パナソニック電工インフォメーションシステムズ株式会社からパナソニック インフォメーショ

ンシステムズ株式会社に社名変更
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社2社で構成され、情報サービス事業を行っております。

　その内容は、システム運用サービス・システム保守サービスなどのシステムサービス、システム開発・シ

ステムソリューションの提供・自社ソフトウエアの販売などのシステムソリューション、システム機器販

売・通信機器販売・他社ソフトウエアの販売などのシステム機器・通信機器関連からなります。事業活動

に係る連結子会社の位置づけは以下のとおりであります。

　

パナソニック ネットソリューションズ株式会社はグループウエアの開発など、ヴイ・インターネットオ

ペレーションズ株式会社はセキュリティシステムの開発などの事業を行っております。

　

また、当社はパナソニック株式会社を親会社としておりますが、パナソニック株式会社は当社に対してシ

ステム機器の販売、ソフトウエアや事務所の貸与などを行っております。

　
以上述べた事項を事業の系統図によって示すと概ね次のとおりであります。

　
（事業系統図）
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４ 【関係会社の状況】

(1) 親会社

平成25年3月31日現在

名称 住所
資本金

(百万円)

主要な

事業の内容

議決権等の

被所有割合

〔内、間接

保有〕

(％)

関係内容

摘要 　
役員の　

　　　兼任

等

営業上の取引
資金の　

　　貸付

設備等　

　　賃貸

借 　

パナソニック株式会社 大阪府門真市 258,740
電気・電子機器

等の製造、販売

64.04

〔0.33〕
無

当社は同社へ、

情報システム

サービス等を

提供しており

ます。

無 有 (注1)

　

　

(2) 連結子会社

平成25年3月31日現在

名称 住所
資本金

(百万円)

主要な

事業の内容

議決権等の

所有割合

(％)

関係内容

摘要

役員の　　

　　兼任等
営業上の取引

資金の　

　　貸付

設備等　

　　賃貸

借

パナソニック ネットソリュー

ションズ株式会社
東京都港区 70情報サービス 100.00有

当社は同社に、

システム運用

サービスの提

供、システム機

器の販売など

を行っており

ます。

有 有 (注2)

ヴイ・インターネットオペレー

ションズ株式会社
大阪市中央区 60情報サービス 100.00無

当社は同社に、

システム運用

サービスの提

供、システム機

器の販売など

を行っており

ます。

無 無

　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(注)1.有価証券報告書提出会社であります。

2.パナソニック電工ネットソリューションズ株式会社は、平成24年7月1日をもって、パナソニック ネットソリュー

ションズ株式会社に社名を変更しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成25年3月31日現在

セグメントの名称 従業員数

情報サービス
　　  686名
〔　　　246名〕

(注) 1．従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。　

2．臨時従業員数は、〔　〕内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しております。

3．臨時従業員には、派遣社員を含み、嘱託契約の従業員は除いております。

　

(2) 提出会社の状況

平成25年3月31日現在

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与

　　　630名
〔　　　231名〕

 38歳3月 　8年10月 　　　 7,182千円

　

セグメントの名称 従業員数

情報サービス
　　　630名
〔　　　231名〕

(注) 1．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

2．臨時従業員数は、〔　〕内に当事業年度の平均人員を外数で記載しております。

3．臨時従業員には、派遣社員を含み、嘱託契約の従業員は除いております。

4．平均年間給与は、平成24年4月1日から平成25年3月31日の1年間で算出しております。

5．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社従業員は、パナソニックエコソリューションズ労働組合（平成24年8月1日　パナソニック電工労働

組合より移行）に所属しており、組合員数は474名であります。

　労使関係はきわめて円滑であり特記すべき事項はありません。

　なお、連結子会社においては、労働組合は結成されておりませんが、労使関係はきわめて円滑であり特記

すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度（平成24年4月1日～平成25年3月31日）におけるわが国経済は、世界経済の減速にとも

なう不透明感を残しつつも、内需主導の緩やかな回復基調のもと推移いたしました。昨年末以降、景気対

策への期待感などを背景に、景況感はより改善しつつあります。

　情報サービス産業では、企業のIT投資が続いたことにより堅調に推移いたしました。

　このような事業環境のなかで当社グループは、中期経営計画の最終年度となる当期において「パナソ

ニックグループ外（一般市場）への売上100億円の達成に向けた展開の強化」「重点顧客とのパート

ナーシップ強化」「新市場拡大と高収益体質の両立を実現する経営体質強化」という3テーマに取り組

んでまいりました。

　

（当社グループの経営成績）

　
前連結会計年度 当連結会計年度 比較増減

（％）金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

売　　上　　高 36,373100.0 35,178100.0 △3.3

営　業　利　益 4,25411.7 4,42412.6 4.0

経　常　利　益 4,29311.8 4,41112.5 2.7

当　期　純利益 2,2276.1 2,7017.7 21.3

　

当連結会計年度におきましては、中期経営計画達成に向け、一般市場のお客さまへの拡販と、パナソ

ニックグループにおけるパートナーシップ構築・強化に取り組みました。また、コスト抑制や業務効率化

など、経営体質の改善についても継続的に推進いたしました。

　その結果、一般市場・パナソニックグループともに新規案件を獲得し構築に着手いたしましたが、追い

上げ及ばず減収となりました。一方、利益につきましては、合理化・効率化など経営体質の改善が寄与し、

増益となりました。

　

（取り扱い品目別の状況）

セグメント
の名称

区分

前連結会計年度 当連結会計年度
売上高
比較増減
（％）

売上高
総利益率
ポイント
差異売上高

（百万円）

売上高
総利益率
（％）

売上高
（百万円）

売上高
総利益率
（％）

情報
サービス

（a）システムサービス 22,24420.722,00823.2 △1.1 2.5

（b）システムソリュー
ション

8,004 19.2 7,793 17.6 △2.6 △1.6

（c）システム機器・通
信機器関連

6,125 16.2 5,375 16.6△12.2 0.4

合　　　　計 36,37319.635,17821.0 △3.3 1.4
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a． システムサービス

売上高は220億8百万円（前期比1.1%減）、売上高総利益率は23.2%（前期は20.7%）となりました。

　大阪中央データセンターの稼働率向上にともない一般市場向けの売上高は増加しましたが、既存顧

客に対するサービス提供価格の下落が続いたことなどから、全体の売上高は前期を下回りました。

　売上高総利益率につきましては、サービス提供価格の下落による影響は受けたものの、システム運

用管理の徹底した効率化などによる原価改善の結果、前期を上回りました。

b． システムソリューション

売上高は77億9千3百万円（前期比2.6%減）、売上高総利益率は17.6%（前期は19.2%）となりまし

た。

　当連結会計年度は、主なシステム構築案件として、水族館のチケッティングシステム、専門商社・人

材サービス業のERPシステムなどに取り組みました。また、パナソニックグループ向けシステム構築

案件を中心に新規案件がスタートしましたが、追い上げ及ばず、売上高は前期を下回りました。

　売上高総利益率につきましては、期末納入の案件において納期と品質の両立を図るべく開発要員を

増員したことなどから、前期を下回りました。

c． システム機器・通信機器関連

売上高は53億7千5百万円（前期比12.2%減）、売上高総利益率は16.6%（前期は16.2%）となりまし

た。

　当連結会計年度は、機器単体での販売などが減少した影響により、売上高は前期を下回りました。

　売上高総利益率につきましては、前期を上回りました。

　
(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は54億9千9百万円となり、前連結会計年度末に比べ85

億6千9百万円減少いたしました。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

46億6千9百万円の収入（前期比8億3千5百万円の収入増）となりました。

　主な内容は、税金等調整前当期純利益44億1千1百万円、減価償却費18億1千7百万円、法人税等の支払

18億8千8百万円であります。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

122億9千8百万円の支出（前連結会計年度は69億8百万円の収入）となりました。

　主な内容は、パナソニック株式会社への預け金の預入支出110億円（払戻収入との純額）、有形固定

資産の取得による支出12億3千2百万円であります。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

9億4千万円の支出（前期比3千7百万円の支出増）となりました。

　主な内容は、配当金の支払6億9千2百万円およびファイナンス・リース債務の返済2億4千7百万円で

あります。

④フリーキャッシュ・フロー

上記営業活動及び投資活動の結果、76億2千8百万円の支出（前連結会計年度は107億4千2百万円の

収入）となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績は、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 区分
前連結会計年度

（百万円）

当連結会計年度

（百万円）

比較増減

（％）

情報サービス

システムサービス 22,244 22,008 △1.1

システムソリュー
ション

7,939 7,793 △1.8

システム機器・通信
機器関連

154 240 55.2

合　　　　計 30,338 30,042 △1.0

（注）1．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

2．システム機器・通信機器関連の生産実績につきましては、「情報関連工事」のみ記載しており
ます。

　

(2) 受注残高

当連結会計年度における受注残高の状況は、次のとおりであります。

セグメントの名称 区分
前連結会計年度末

（百万円）

当連結会計年度末

（百万円）

比較増減

（％）

情報サービス

システムサービス 766 629 △17.8

システムソリュー
ション

1,463 1,960 33.9

システム機器・通信
機器関連

4 7 51.1

合　　　　計 2,235 2,597 16.2
　

（注）1．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

2．システム機器・通信機器関連の受注残高につきましては、「情報関連工事」のみ記載しており
ます。
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(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績は、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 区分
前連結会計年度

（百万円）

当連結会計年度

（百万円）

比較増減

（％）

情報サービス

システムサービス 22,244 22,008 △1.1

システムソリュー
ション

8,004 7,793 △2.6

システム機器・通信
機器関連

6,125 5,375 △12.2

合　　　　計 36,373 35,178 △3.3
　

（注）1．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

2．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。
　

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

パナソニック株式会社 5,325 14.6 19,079 54.2

パナソニック電工株式
会社

13,922 38.3 ― ―

パナソニック電工株式会社は、平成24年1月1日付でパナソニック株式会社に吸収合併されました。このため、

上記のパナソニック電工株式会社の前連結会計年度の販売実績は、平成23年4月1日から平成23年12月31日ま

での期間の取引金額を記載しております。
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３ 【対処すべき課題】

当社グループは、お客さまに価値をお届けし続ける「IT“サービス”企業」をめざし、ITソリューション

を提供しております。

　これまで当社グループは、システム開発・運用現場における技術力・課題解決力（現場力）を活かし、お

客さまのIT構造改革・業務改革のお手伝いをしてまいりました。

　昨今、ITに求められる条件は「業務の効率化」から「経営への貢献」へと急速に変化しつつあります。こ

うした変化に対応するため、今般策定した中期経営計画では「現場力」を発揮する領域・階層をより“深

く拡げる”ことをめざします。これにより、単なるシステム開発・運用におけるパートナーから「お客さま

の経営・事業そのものに貢献する“真のビジネスパートナー”」への進化を図ってまいります。

　

■ 中期経営計画（2013年度-2015年度）の概要

　2015年度連結売上高380億円、連結営業利益46億円（連結売上高営業利益率12.1％）を達成するため「お

客さま軸」と「商品軸」を基本に、以下の取り組みを推し進めます。

①一般市場でのビジネス強化

（お客さま軸）

・既存顧客との関係性強化

　単なるシステムや機器の納入にとどまらず、サービスイン以降も常にお客さまに寄り添いながら潜在的

なニーズを発掘し、ビジネス上の課題解決に至るまでの継続的なサービス提供を徹底することにより、お

客さまとの関係性を“深く”“拡げる”ビジネスモデルを推進します。

・ITサービスメニューの拡充による新規顧客獲得

　サービス・ソリューションの柔軟性・多様性をさらに拡充します。あらゆる事業規模のお客さまに対応

できるITサービスをラインナップし、新規顧客を獲得するとともに、顧客層をより深く拡げます。

（商品軸）

・パナソニックグループとしてのシナジー発揮

　パナソニックグループの製品・サービスに当社グループのITサービスを組み合わせたソリューション

を創出します。強みを相互に発揮して生まれたシナジーによる既存顧客への新たな価値の提供と新市場

の開拓をめざします。

・重点事業の選択と集中

　これまで成長事業として推進してきたITインフラ構築・運用、基幹システム構築、パナソニックグルー

プとの協業をより強力に推進します。同時に、新マーケットの創造につながる技術・商品戦略の展開も図

ります。これにより、売上高70億円の創出をめざします。

②パナソニックグループとのパートナーシップ強化

最大顧客であるパナソニックグループに対し「業務」「事業」の両面から貢献することで、その関係

性をより強固かつ密接なものへと深化させます。
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③新市場拡大と高収益体質の両立

当社グループの成長・発展のための投資を行う一方で、高収益体質を維持することにより、企業価値の

さらなる向上を図ります。

・人「財」育成

　IT“サービス”企業における財産は「人」であると強く認識し、「お客さまの経営に貢献する人“財

”」の育成に取り組みます。技術面での品質向上のみならずヒューマンスキルのさらなる向上により、お

客さまの「満足を超えた“感動”」をめざします。

・合理化・効率化のあくなき追求

　最新のIT技術の徹底活用など、知恵の創出と実践の継続による合理化・効率化のさらなる推進を図りま

す。

　

■研究開発活動

中期経営計画では、新事業・新技術創出のための研究開発を重要な施策と位置づけ、3ヵ年で5億円の投

資を予定しております。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性がある事項には、以下のようなものがあります。ただし、これらは当社グループに関するすべ

てのリスクを網羅したものではなく、記載された事項以外の予見しがたいリスクも存在します。当社グルー

プの事業、業績および財政状態は、かかるリスク要因のいずれによっても著しい悪影響をうける可能性があ

ります。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成25年6月24日）現在において当社

グループが判断したものであります。

　

（1）経済環境に関するリスク

① 経済状況の変動

当社グループの製品・サービスに対する需要は、主にわが国の経済状況の影響をうけるため、わが国

の市場における景気後退及びこれに伴う需要の減少は、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

② 金利の変動

金利の変動は営業費用、支払利息、受取利息あるいは金融資産及び負債の価値に影響を与え、当社グ

ループの事業、業績及び財政状態に悪影響を与える可能性があります。

③ 株価の下落

当社グループは、投資有価証券として日本企業の株式を保有していますが、株価の下落により、保有

株式の評価損の計上が必要となる可能性があります。また、その他有価証券評価差額金を減少させるこ

とにより、純資産の減少を引き起こす可能性があります。

　

（2）当社グループの事業活動に関するリスク

① 競争環境

当社グループは、情報サービス業界における国際的な大企業から小規模ながら急成長中の企業まで、

さまざまなタイプの企業と競合しています。当社グループは、戦略的製品・サービスへの投資や施策を

積極的に推進していますが、それでもなお、競合他社と比較して、特定の製品・サービスに対する投資

や営業施策について、量、質及びスピードにおいて優位に行えない可能性があります。また、競合他社が

当社グループよりも大きな財務、技術及びマーケティング資源を有している可能性があります。

② 価格競争

当社グループは、情報サービス業界において激しい競争にさらされており、当社グループによって充

分な利益を確保できる製品・サービスの価格を設定することが困難な場合があります。このような価

格下落圧力は、当社グループの利益の確保に深刻な影響を与えるものであり、この影響は特に製品・

サービスの需要が低迷した場合に顕著になります。

③ 技術革新における競争

将来の市場ニーズに応えるための新技術・新製品・新サービスを正しく予想し開発できない場合

は、新しい市場での競争力を失う可能性があります。
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④ 有能な人材の確保

当社グループの将来の成功は、技術、マネジメント分野における優秀な人材の確保に大きく依存して

います。当社グループは、情報サービス事業分野において人材の雇用がさらに必要となるものと予想し

ているものの、当該分野での有能な人材の需要は供給を上回っているため、人材確保における競争は高

まっています。こうした状況下、在籍している従業員の流出防止ができない場合や、優秀な人材の確保

ができない場合は、当社グループの事業、業績及び財政状態に悪影響を与える可能性があります。

⑤ パートナー企業との業務提携等

当社グループでは、他社との業務提携や他社への戦略投資を通じての事業展開など、他社とのパート

ナーシップ戦略の重要性は高まる傾向にあります。新しい製品・サービスを提供するために、このよう

なパートナーシップは不可欠ではありますが、パートナー企業とのコラボレーションが円滑に進まな

い場合、当初期待したパートナーシップによる効果が得られない場合、パートナー企業が事業戦略を変

更した場合など、当社グループが業務提携関係を維持することが困難になる場合は、当社グループの事

業、業績及び財政状態に悪影響を与える可能性があります。

⑥ 原材料等の供給不足・供給価格の高騰

当社グループにとって、高品質の製品やサービス等をタイムリーに必要なだけ入手することが不可

欠であり、当社グループは信頼のおける供給企業を選定しています。しかし、供給が中断した場合や情

報サービス業界内で需要が増加した場合には、供給企業の代替や追加、他の製品やサービス等への変更

が困難な場合があり、それにより当社グループの事業が悪影響を受ける可能性があります。また、当社

グループと供給企業とは、契約によりその供給価格を決定していますが、需要環境の変化などにより、

その供給価格が高騰する可能性があります。さらには、特定の企業しか供給できないものもあり、この

場合、当社グループの事業、業績及び財政状態に悪影響を与える可能性があります。

⑦ 顧客の資金状況・財政状態

当社グループの顧客のなかには、代金後払いの条件で当社グループより製品・サービスを購入して

いる場合があります。当社グループが多額の売掛債権を有する顧客の財政状態が悪化し、期限どおりの

支払いを得られない場合、当社グループの事業、業績及び財政状態に悪影響を与える可能性がありま

す。

　

（3）将来の見通し等に関するリスク

当社グループは、中期経営計画（2013年度～2015年度）の概要及び2013年度の業績見通しを発表し

ていますが、発表したすべての目標の達成、あるいは期待されている効果の実現に至らない可能性があ

ります。　

　

（4）法的規制及び訴訟等に関するリスク

① 製品やサービスの欠陥による責任や補償請求による直接・間接費用の発生

当社グループは、製品やサービスの品質確保に細心の注意を払っていますが、万が一、製品やサービ

スに欠陥が発生した場合、欠陥に起因する損害（間接損害を含む）に対して、当社グループは賠償責任

保険で十分補償しきれない賠償責任を負担する可能性や多大な対策費用を負担する可能性がありま

す。また、当該問題に関する報道により、当社グループの企業イメージが損なわれ、当社グループの事

業、業績及び財政状態に悪影響を与える可能性があります。

EDINET提出書類

パナソニックインフォメーションシステムズ株式会社(E05197)

有価証券報告書

 15/100



　

② 知的財産権による保護

当社グループは、事業の優位性を確保するため、開発する技術、製品、サービスについて知的財産権に

よる保護に努めておりますが、権利が付与されない場合には、知的財産権による充分な保護が得られな

い可能性があります。

  また、知的財産権により保護されている第三者の技術、製品、サービスを利用したい場合であっても、

それらを利用できない場合や不利な条件で利用せざるを得ない場合があります。当連結会計年度末現

在においても、当社グループの製品、サービスの一部には、第三者の許諾を得て第三者の知的財産権を

利用しているものがありますが、今後、当社グループが必要な許諾を第三者から得られなくなる可能性

や、不利な条件でしか許諾を得られなくなる可能性があります。

  また、当社グループが、知的財産権に関し訴訟提起される可能性や当社グループが自らの権利を行使

するために訴訟提起しなければならなくなる可能性があります。かかる訴訟等に多額の費用と経営資

源が費やされる可能性があり、さらには、当社グループが第三者の知的財産を侵害しているとの請求が

認められた場合には、当社グループが特定の技術、製品、サービスを利用できなくなる可能性、または、

特定の技術、製品、サービスを提供できなくなる可能性、ならびに多額の損害賠償責任を負う可能性が

あります。

③ 会計基準及び税制等の変更

当社グループが予期しない会計基準や税制の新たな導入・変更により、当社グループの事業、業績及

び財政状態に悪影響を与える可能性があります。また、税務申告における税務当局との見解の相違によ

り、当社グループに予想以上の税負担が生じる可能性があります。

④ 情報の流出

当社グループは、事業の過程で、顧客等のプライバシーや信用に関する情報（個人情報を含む）を入

手することがあります。当社グループはこれらの情報の秘密保持に細心の注意を払っており、情報の漏

洩が生じないように最大限の対策を講じていますが、これらの情報が誤ってまたは避けられない理由

で外部に流出する可能性があります。情報が外部に流出した場合には、被害を受けた者に対して損害賠

償責任を負ったり当社グループの企業イメージが損なわれたりする可能性があります。また、当社グ

ループの事業上の重要事項が第三者に不正流用される危険があり、その結果、当社グループの事業、業

績及び財政状態に悪影響を与える可能性があります。

⑤ その他の法的規制等による不利益

当社グループは、日本及び諸外国・地域の法規制に従って事業を行っています。法規制には、商取引、

独占禁止、知的財産権、金融取引、労働者保護、下請業者保護及び事業者への課税に関する法規制に加

え、事業及び投資を行うために必要とされる政府の許認可、国の安全保障に関する法規制、輸出入に関

する法規制があります。これらの法規制あるいは法令解釈が従来よりも厳しくなることなどにより、当

社グループの事業が制限を受ける可能性またはこれらの法規制に適合するために当社グループの費用

が増加する可能性があります。

　また、コンプライアンス違反等、危機発生時に備え、緊急連絡網や対応組織を整備するなど対策を講じ

ていますが、不適切な対応などにより、当社グループの企業イメージが損なわれ、当社グループの事業、

業績及び財政状態に悪影響を与える可能性があります。

　

（5）災害等に関するリスク

当社グループの本社及び主要な拠点は日本国内に展開しています。地震及び洪水等の自然災害、火

災、戦争及びテロ行為、感染症の流行、労働災害、コンピュータウイルスによる攻撃やそれらにより情報

システム及び情報通信ネットワークの停止または誤動作などが生じた場合に、当社グループの拠点の

設備等が大きな損害を被り、その一部の稼動が中断したり、製品、サービスの提供が遅延する可能性が

あります。また、損害を被った設備等の修復のため多額の費用が発生する可能性があり、結果として、当

社グループの事業、業績及び財政状態に悪影響を与える可能性があります。
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（6）その他のリスク

① 年金債務

当社グループは、一定の受給資格を満たす日本国内の従業員について外部積立による退職年金制度

を設けています。今後、基礎率の改定及び年金資産の運用状況によっては年金数理計算上の損失が増加

し、年金制度の期間退職給付費用が増加する可能性があります。

② 固定資産の減損

当社グループは、有形固定資産ほか多くの固定資産を保有しています。当社グループは、固定資産の

減損に係る会計基準に従い、固定資産の貸借対照表計上額について、当該資産から得られる将来の

キャッシュ・フローにより資産の残存価額を回収することができるかどうかを定期的に検討していま

す。当該資産が充分なキャッシュ・フローを得られない場合には、減損を認識しなければならない可能

性があります。

③ 繰延税金資産および法人税等の不確実性の認識

当社グループは、将来の課税所得の予測等に基づく繰延税金資産および不確実な税務ポジションの

評価に基づく認識済の税務ベネフィットの一部または全部が実現しない可能性がより確からしいかを

検討し、繰延税金資産の回収可能性および法人税等の不確実性を評価しています。今後、経営状況の悪

化や税務調査の結果等により、一時差異および繰越欠損金が将来減算される期間における課税所得に

より回収できない、あるいは認識済の税務ベネフィットが実現されないと判断された場合には、繰延税

金資産に対し評価性引当金を認識することおよび未認識税務ベネフィットに対する債務を認識するこ

とにより、法人税等が増加する可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

当社とパナソニック株式会社との間で、以下の契約を締結しております。
　

契約名称 契約内容 契約期間

ソフトウェア開発請負基本契約 ソフトウェア開発の受託に関する基本条項
平成24年4月1日から
平成25年3月31日まで
(1年間自動更新)

ソフトウェア関連業務請負基本契約
ソフトウェア関連業務(システム管理・運用

等)の受託に関する基本条項

平成24年4月1日から
平成25年3月31日まで
(1年間自動更新)

　

６ 【研究開発活動】

当連結会計年度における研究開発費は1億3千5百万円であり、新技術や市販ライセンスの機能検証など

を行っております。　

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作

成されております。

　連結財務諸表の作成にあたっては、会計上の見積りや仮定が必要となります。使用する見積りや仮定

は、過去の実績や業界標準、現時点で入手可能な情報などを総合的に勘案し、最も妥当と考えられるも

のを継続的に採用しております。ただし、実際の結果は見積りと異なる場合があり、また、これらの見積

りは異なった仮定の下では違う結果となる場合があります。

　

（2）財政状態の分析

当連結会計年度末の資産は前連結会計年度末に比べ23億4千3百万円増加し（前期末比 8.1％増）、

313億5千5百万円となりました。

a.流動資産

パナソニック株式会社などへの預け金を22億3千7百万円積み増したこと、期末月の売上増加によ
り受取手形及び売掛金が14億2千5百万円増加したことなどから、前連結会計年度末に比べ34億3千1
百万円増加し（前期末比15.4％増）、257億3千万円となりました。

b.固定資産

ハードウェアを中心に償却がすすみ、有形固定資産が7億8百万円減少したことなどから、前連結会

計年度末に比べ10億8千7百万円減少し（前期末比16.2％減）、56億2千4百万円となりました。

c.流動負債

期末月の仕入・設備買入の増加により買掛金が4億6百万円、未払金が1億3百万円増加したことな

どから、前連結会計年度末に比べ5億7千8百万円増加し（前期末比10.1％増）、62億9千5百万円とな

りました。

d.固定負債

リース債務の返済が進捗したことなどから、前連結会計年度末に比べ2億1千3百万円減少し（前期

末比49.1％減）、2億2千1百万円となりました。

e.純資産

当期純利益を27億1百万円計上したこと、前期末配当金及び中間配当金合計6億9千2百万円の支払

を行ったことなどから、前連結会計年度末に比べ19億7千9百万円増加し（前期末比8.7％増）、248億

3千8百万円となりました。
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（3）経営成績の分析

①売上高・売上原価・売上総利益

当連結会計年度の売上高は前連結会計年度に比べ3.3％減少し、351億7千8百万円となりました。売上

原価は278億4百万円、売上総利益は73億7千4百万円となりました。

取り扱い品目別の売上高・売上原価は次のとおりであります。

ａ．システムサービス

売上高は220億8百万円（前期比1.1%減）、売上高総利益率は23.2%（前期は20.7%）となりました。

　大阪中央データセンターの稼働率向上にともない一般市場向けの売上高は増加しましたが、既存顧

客に対するサービス提供価格の下落が続いたことなどから、全体の売上高は前期を下回りました。　

　売上高総利益率につきましては、サービス提供価格の下落による影響は受けたものの、システム運

用管理の徹底した効率化などによる原価改善の結果、前期を上回りました。

ｂ．システムソリューション

売上高は77億9千3百万円（前期比2.6%減）、売上高総利益率は17.6%（前期は19.2%）となりまし

た。

　当連結会計年度は、主なシステム構築案件として、水族館のチケッティングシステム、専門商社・人

材サービス業のERPシステムなどに取り組みました。また、パナソニックグループ向けシステム構築

案件を中心に新規案件がスタートしましたが、追い上げ及ばず、売上高は前期を下回りました。

　売上高総利益率につきましては、期末納入の案件において納期と品質の両立を図るべく開発要員を

増員したことなどから、前期を下回りました。

ｃ．システム機器・通信機器関連

売上高は53億7千5百万円（前期比12.2%減）、売上高総利益率は16.6%（前期は16.2%）となりまし

た。

　当連結会計年度は、機器単体での販売などが減少した影響により、売上高は前期を下回りました。

　売上高総利益率につきましては、前期を上回りました。

②販売費及び一般管理費

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は引き続きコスト抑制に努めた結果、29億4千9百万円とな

りました。　

③営業利益

上記①②の結果、当連結会計年度の営業利益は、44億2千4百万円となりました。売上高営業利益率は

12.6%となりました。

④営業外損益、経常利益

上記①～③に受取利息などの営業外収益（3千6百万円）を加え、支払利息などの営業外費用（5千万

円）を差し引いた経常利益は44億1千1百万円、売上高経常利益率は12.5%となりました。

⑤特別損益、税金等調整前当期純利益、法人税等合計、当期純利益

上記④から、税金等調整前当期純利益は44億1千1百万円となり、ここから法人税等合計（17億9百万

円）を差し引いた当期純利益は27億1百万円となりました。売上高当期純利益率は7.7%となりました。　
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（4）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①キャッシュ・フロー

当連結会計年度の各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減につきましては「第２ 事業の状

況　１ 業績等の概要　（２）キャッシュ・フローの状況」に記載しております。

②資金需要と財政政策

当社グループの資金需要は、ソフトウエアの開発やハードウエアの取得を中心とする設備投資な

らびに短期運転資金などであり、自己資金にてまかなっております。当連結会計年度末の現預金残高

は2億6千8百万円であります。また、当社グループはパナソニック株式会社との間でキャッシュマネ

ジメントシステム（CMS）利用契約を締結しており、当連結会計年度末のCMSを利用した同社への預

け金残高は、162億3千万円であります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度において、8億9千3百万円の設備投資を実施いたしました。

　主な投資としては、メインフレームなどの各種ハードウェアの取得4億2千3百万円、統合IT資産管理シス

テムの開発9千8百万円などがあります。

　

　

２ 【主要な設備の状況】

平成25年3月31日現在の当社グループにおける主要な設備は次のとおりであります。

(1) 提出会社

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

工具、器具
及び備品

建設
仮勘定

ソフト
ウエア

その他 合計

大阪IDC
(大阪府門真市)

情報

サービス

データ管理設備、ソフト
開発設備、ソフトウエア
他

26 1,597 128 297 413 2,463
312　

〔 124 〕

大阪中央データセ
ンター
(大阪市西区)

情報

サービス
データ管理設備 519 335      ─ 2 2 859

─　

〔 ─ 〕

(注) 1．上記金額には、消費税等は含んでおりません。

2．臨時雇用者数は、当連結会計年度の平均人員を〔　〕内に外数で記載しております。

3．上記のほか主要な賃借及びリース資産として以下のものがあります。

事業所名(所在地) セグメントの名称 設備の内容 数量・面積
年間賃借料又は
リース料(百万円)

摘要

大阪IDC
(大阪府門真市)

情報サービス 建物 12,563.26㎡ 305賃借

　
(2) 国内子会社

　　　　主要な設備はありません。

　
３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設

平成25年3月31日現在における重要な設備の新設の計画は次のとおりであります。

会社名
事業

所名

セグメント

の名称
所在地 設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法
着手年月

完了予定

年月

完成後の

増加能力総 額

(百万円)

既支払額

(百万円)

提出　会

社

大阪

IDC

情報

サービス

大阪府

門真市

大容量サーバ他

ハード機器
1,474 ─ 自己資金

平成25年

4月

平成26年

3月
─

ソフトウエア 513        10 同上
平成25年

3月

平成26年

3月
─

合計 1,987        10 ─ ─ ─ ─

(注) 1．完成後の増加能力については、計数的な把握が困難であるため記載しておりません。

2．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成25年3月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年6月24日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,656,00010,656,000
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数　100株

計 10,656,00010,656,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成16年4月1日(注)10,602,72010,656,000 ― 1,040 ― 870

　 (注)株式分割：１株を200株に分割
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(6) 【所有者別状況】

平成25年3月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 25 26 56 61 3 4,4054,576 ―

所有株式数
(単元)

― 4,676 854 71,0217,596 3 22,397106,5471,300

所有株式数
の割合(％)

― 4.39 0.80 66.66 7.13 0 21.02100.00 ―

(注)　自己株式372株は、「個人その他」に3単元、「単元未満株式の状況」に72株含まれております。

　

(7) 【大株主の状況】

平成25年3月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

パナソニック株式会社 大阪府門真市大字門真1006 6,787 63.69

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED
STOCK FUND（PRINCIPAL  ALL 
SECTOR  SUBPORTFOLIO）
（常任代理人　株式会社三菱東京
UFJ銀行）

82 DEVONSHIRE　ST BOSTON　MASSACHUSETTS
  02109360582 
（東京都千代田区丸の内2丁目7-1）

500 4.69

パナソニックIS自社株投資会 大阪府大阪市北区茶屋町19番19号 256 2.40

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海1丁目8-11 110 1.03

CREDIT SUISSE SECURITIES
(EUROPE) LIMITED PB OMNIBUS
CLIENT ACCOUNT
（常任代理人　クレディ・スイス証
券株式会社）

ONE CABOT SQUARE LONDON E14 4QJ
（東京都港区六本木1丁目6番1号）

84 0.79

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口)

東京都港区浜松町2丁目11番3号 64 0.60

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口6)

東京都中央区晴海1丁目8-11 41 0.38

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口3)

東京都中央区晴海1丁目8-11 38 0.36

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口1)

東京都中央区晴海1丁目8-11 37 0.35

富士通株式会社 神奈川県川崎市中原区上小田中4丁目1番1号 36 0.33

日本アイ・ビー・エム株式会社 東京都中央区日本橋箱崎町19番21号 36 0.33

沖電気工業株式会社 東京都港区虎ノ門1丁目7番12号 36 0.33

計 ― 8,025 75.28

(注) 1.上記の大株主のうち、信託業務にかかる株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 227千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 64千株

2．パナソニック電工ＩＳ自社株投資会は、平成24年7月1日でパナソニックＩＳ自社株投資会に名称変更しており

ます。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式）
普通株式 300

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,654,400 106,544 ―

単元未満株式 普通株式 1,300 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 10,656,000 ― ―

総株主の議決権 ― 106,544 ―

　

② 【自己株式等】

平成25年3月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
パナソニック インフォ
メーションシステムズ㈱

 大阪市北区茶屋町19番19号 300 ─ 300 0.0

計 ― 300 ─ 300 0.0

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第7号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価格の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 52 101,920

当期間における取得自己株式 ― ―

（注）当期間における取得自己株式には、平成25年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含まれておりません。

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価格の総額

(円)
株式数(株)

処分価格の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取
得自己株式

― ― ― ―

その他
（－）

　 　 　 　

保有自己株式数 372 ― 372 ―

（注）当期間における保有自己株式数には、平成25年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び買増請求による売渡しによる株式数は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主のみなさまへの利益還元を最も重要な課題のひとつと考えて経営にあたっております。ま

た、経営基盤の強化と長期的な事業発展のための内部留保の充実に留意しながらも、安定的かつ業績に応じ

て、積極的に剰余金の配当を実施する方針としております。

　剰余金の配当につきましては、3月31日、9月30日、その他取締役会が定める日を基準日として実施する旨、

剰余金の配当の決定機関については取締役会とする旨を定款で定めております。利益配分につきましては、

当面年間１株当たり55円配当を安定的に実施するとともに、資金状況、財政状況及び配当性向等を総合的に

勘案し、可能な限り連結業績に応じて実施することを基本としております。

  なお、内部留保資金につきましては、企業価値の増大を第一義に、財務体質の一層の充実ならびに将来の

事業発展・拡大を見据えた設備投資、新技術・新事業分野への研究開発投資、人材育成投資などに充当する

こととしております。

　
　(注)基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当金
(円)

平成24年10月23日
取締役会決議

346 32.50

平成25年5月20日
取締役会決議

346 32.50

　
４ 【株価の推移】

(1) 【最近5年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 平成21年3月 平成22年3月 平成23年3月 平成24年3月 平成25年3月

最高(円) 2,815 2,605 2,531 2,308 2,244

最低(円) 1,203 1,386 1,500 1,949 1,760

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　
(2) 【最近6月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成24年10月 平成24年11月 平成24年12月 平成25年1月 平成25年2月 平成25年3月

最高(円) 1,920 1,910 1,980 2,066 2,092 2,244

最低(円) 1,793 1,760 1,871 1,920 1,960 2,050

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役

取締役社長
   前　川　一　博 昭和30年8月23日

昭和53年4月 松下電工株式会社（現 パナソニッ

ク株式会社）入社

注3 3,700

平成17年10月 同社エイジフリー事業推進部長

同 松下電工エイジフリー・ケアサービ

ス株式会社（現 パナソニック エイ

ジフリーサービス株式会社）代表取

締役

同 松下電工エイジフリー・ライフテッ

ク株式会社（現 パナソニック エイ

ジフリーライフテック株式会社）代

表取締役

同 松下電工エイジフリーショップス株

式会社（現 パナソニック エイジフ

リーショップス株式会社）代表取締

役

同 松下電工エイジフリーサービス株式

会社（現 パナソニック エイジフ

リーサービス株式会社）代表取締役

平成20年4月 当社顧問

平成20年6月 当社取締役副社長

当社全社営業担当

当社経営企画担当

平成21年4月

平成22年4月

当社営業・人事担当

当社代表取締役社長（現）

代表取締役
取締役副社長

経営企画担当 岡　島　万　樹 昭和34年3月1日

昭和57年4月

 
平成17年4月

 
平成19年10月

 
 
平成22年4月

 
平成24年5月

平成24年6月

松下電器産業株式会社（現 パナソ

ニック株式会社）入社

同社コーポレート情報システム社

IT基盤センター 所長

同社コーポレート情報システム社 

マーケティング・ロジスティクスソ

リューションビジネスユニット長

同社コーポレート情報システム社 

グローバル本部長

当社顧問

当社代表取締役副社長（現）

当社経営企画担当（現）

注3 100

常務取締役

　開発・
海外事業
推進担当、
ESサポート
本部長
（兼）
ソリュー
ション
ビジネス
本部長

久　野　　　晃 昭和30年7月6日

昭和49年3月 松下電工株式会社（現 パナソニッ

ク株式会社）入社

注3 4,500

平成16年6月 当社eオフィス・ソリューション事

業部長

平成18年6月 当社流通ソリューション事業部長

平成19年4月 当社執行役員

当社流通ビジネス本部長

平成20年6月 当社取締役

当社全社開発担当

平成21年4月

平成22年4月

 
 
 
平成24年1月

当社開発担当（現）

当社常務取締役（現）

当社海外事業推進担当（現）

当社ソリューションビジネス本部長

（現）

当社ESサポート本部長(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

常務取締役

運用・
CIO・
人事担当、
サービス
ビジネス
本部長

黒　野　　　尚 昭和29年8月11日

昭和53年4月 松下電工株式会社（現 パナソニッ

ク株式会社）入社

注3 3,600

平成14年6月 当社e調達ソリューション事業部長

平成15年12月 当社流通ソリューション事業部長

平成18年4月 当社住宅ソリューション事業部長

平成19年4月 当社執行役員

当社コーポレートビジネス本部長

平成20年4月 当社ソリューションビジネス本部長

平成20年6月

 

当社取締役

当社新事業担当

当社新商品推進担当

平成21年4月

 
平成22年4月

当社技術・品質担当

当社運用・CIO担当（現）

当社常務取締役（現）

当社人事担当（現）

当社サービスビジネス本部長（現）

取締役

 東京支社・
　 品質・
エンジニア
リング担当

髙　崎　修　一 昭和28年10月12日

昭和49年4月

 

平成12年4月

 

平成13年12月

平成15年12月

             

平成16年2月

平成17年4月

 

平成18年5月

平成19年6月

平成22年6月

松下電工株式会社（現 パナソニッ

ク株式会社）入社

松下ネットワークオペレーションズ

株式会社（現 パナソニックESネット

ワークス株式会社）東京技術部長

同社 e-エンジニアリング総括部長

同社 e-ソリューションエンジニアリ

ング事業部長

同社取締役

同社 e-ネットワークソリューション

事業本部長

同社常務取締役

同社専務取締役 

当社取締役（現）

当社東京支社・品質・エンジニアリ

ング担当（現）

注3 700

取締役

   経理・
   法務・
   総務・
   CSRM・
 内部統制・
 倫理担当、経
理部長

吉　川　達　夫 昭和29年7月28日

昭和53年4月

 

平成13年12月

 

 

平成15年12月

 

平成23年5月

平成23年6月

 

 

平成25年4月

松下電工株式会社（現 パナソニッ

ク株式会社）入社

山梨松下電工株式会社（現 パナソ

ニック デバイス山梨株式会社）取

締役

同社総務部長

松下電工株式会社（現 パナソニッ

ク株式会社）電子材料分社 経営管

理部長

当社顧問

当社取締役（現）

当社経理・法務・総務・CSRM・内部

統制・倫理担当（現）

当社経理部長

当社経理部長（現）

注3 400
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役 非常勤 中　川　隆　広 昭和38年5月25日

昭和61年4月

 

平成22年4月

平成22年6月

平成24年1月

松下電工株式会社（現 パナソニッ

ク株式会社）入社

同社IS企画部長

当社取締役（現）

パナソニック株式会社エコソリュー

ションズ社 SCMセンターIS企画グ

ループ グループマネージャー

（現）

注3 ―

取締役 非常勤 古　田　英　範 昭和33年12月13日

昭和57年4月

平成21年10月

 

平成24年4月

平成25年6月

富士通株式会社入社

株式会社富士通システムソリュー

ションズ（現 株式会社富士通シス

テムズ・イースト）執行役員

富士通株式会社 執行役員（現）

当社取締役（現）

注3 ―

監査役 常勤 中　林　裕　二 昭和33年3月1日

昭和55年4月 松下電工株式会社（現 パナソニッ

ク株式会社）入社

注4 ―

平成22年10月 同社電材人事部長

平成24年1月

 

平成25年6月

同社エコソリューションズ社 東京

総務グループ グループマネー

ジャー

当社監査役（現）

監査役 非常勤 岩　橋　　　誠 昭和19年10月27日

昭和42年4月

平成9年6月

平成12年6月

平成15年6月

 

平成16年6月

平成19年6月

平成22年6月

平成24年6月

川崎製鉄株式会社入社

同社取締役

同社常務取締役

川鉄情報システム株式会社（現 JFE

システムズ株式会社）代表取締役社

長

社団法人情報サービス産業協会理事

同協会常任理事

当社監査役（現）

JFEシステムズ株式会社相談役

JFEシステムズ株式会社顧問（現）

注5 ―

監査役 非常勤 古　澤　英　治 昭和37年7月26日

昭和60年4月

 
平成17年6月

 
 
平成21年4月

 
平成24年1月

 
 
平成25年6月

松下電工株式会社（現 パナソニッ

ク株式会社）入社

松下電工バス＆ライフ株式会社（現

パナソニック エコソリューション

ズ住宅設備株式会社）取締役

パナソニック電工ビジネス・ライフ

サポート株式会社 取締役

パナソニック株式会社エコソリュー

ションズ社 経理センター会計グ

ループ グループマネージャー

（現）

当社監査役（現）

注4 ―

計 13,000

　　 (注) 1．取締役 中川隆広及び古田英範の両氏は社外取締役であります。

2．監査役 岩橋誠及び古澤英治の両氏は社外監査役であります。

3．平成25年6月21日開催の定時株主総会の終結の時から1年間であります。

4．平成25年6月21日開催の定時株主総会の終結の時から4年間であります。

5．平成22年6月16日開催の定時株主総会の終結の時から4年間であります。
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6．当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各事業部の業務

執行機能を明確に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入し、次のとおり5名の「執行

役員」を選任しております。

役名 氏名 職名

執行役員 田　中　啓　介 技術開発・新事業担当、営業本部長

執行役員 大　西　    元
ソリューションビジネス本部 副本部長（システムソリューション担当）
（兼）サービスビジネス本部 副本部長（IDCソリューション担当）

執行役員 前　田　    孝
サービスビジネス本部 副本部長(IDCサービス担当)
（兼）IDCサービス事業部長

執行役員 前　川　    満 パナソニック ネットソリューションズ株式会社 代表取締役社長

執行役員 丸　山　博　儀
ESサポート本部 副本部長(ES業務システム運用・グローバルサポート担当)
(兼)ソリューションビジネス本部 副本部長(カスタマーソリューション担当)
(兼)コーポレートIT企画室長
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　コーポレート・ガバナンス体制の概要および当該体制を採用する理由

当社は、業務執行に関する迅速かつ適正な意思決定と監督・監査機能を両立し、かつ統制ある事業の遂

行を実現するために、次のコーポレート・ガバナンス体制を採用しています。

　

ⅰ．業務執行とその監督

当社の取締役会は、毎月1回定例に、必要に応じて臨時に開催し、重要な業務執行に関する意思決

定と業務執行に対する監督を任務としています。また、公平かつ中立的な立場からの監督を実現す

るため、取締役8名のうち、2名の社外取締役を選任しています。

  具体的な業務の執行は、責任主体を明確にし、かつ取締役会の監督機能を十分に発揮するため、

取締役会で決定された方針に従い、取締役社長の統率の下、業務執行取締役および執行役員が行い

ます。また、全社が一体として事業の円滑かつ合理的な遂行を行うために必要な議論および情報の

共有を目的として、事業戦略会議、経営検討会などの会議体を設けています。

　

ⅱ．監査

当社の監査体制は、監査役および監査役会、内部監査部門ならびに会計監査人によって構成さ

れ、次のとおり、それぞれが異なる観点から業務執行の監査を行うとともに、適宜連携することに

よって、多様かつ効果的な監査を実現しています。

(a)監査役会および監査役監査

監査役会は、監査役によって構成され、監査の計画、方法等を決定し、監査の実施状況の報告等を

行っています。

  監査役は、主に適法性の観点から、監査役会で決定された計画等に基づき、業務および財産の状

況に関する監査を行い、取締役会等の重要な会議体に出席し、独立した立場から助言、提言等を

行っています。また、監査役の機能強化のため、監査役の監査職務を補助する監査役室を設置して

おり、その評価、配置転換は監査役と協議することとしています。

(b)内部監査

当社は、厳正かつ効率的な業務の遂行と内部牽制体制の整備、確立を図り、不正等を未然に防止

することを目的として、内部監査部門を設置しています。内部監査部門は、年間計画に従い監査を

行い、その結果を取締役会等に報告しています。

(c)会計監査人

当社は、会社法監査および金融商品取引法監査について有限責任監査法人トーマツと監査契約

を締結しています。

　
ⅲ．統制

当社は、健全性のある事業の発展と事業に対する信頼の確保が当社の成長に必要不可欠である

との観点から、統制のある事業環境の確立を目的として、CSRM(※)・内部統制担当取締役を選任し

ています。また、企業倫理委員会、情報セキュリティ管理委員会などを設置し、そこで議論された内

容を踏まえて、具体的な施策を全社に展開しています。

※CSRM：「CSR（Corporate Social Responsibility）」と「Risk Management」の総称
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②　内部統制システムの整備の状況

当社は、取締役会において、会社法第362条第5項の規定に基づき、内部統制システムの基本方針を以下

のとおり決議しています。

　

ⅰ．基本理念

当会社の取締役、執行役員、その他使用人は、「私達は、ユーザーフレンドリーの追求　ハイテク

・マインドの徹底　チャレンジ精神とスピード感あふれる行動により、新しい価値の創造に邁進し

ます。」との経営理念、および「綱領」「信条」「私たちの遵奉すべき精神」をよるべき経営の根

幹として、職務の執行を行う。

　

ⅱ．コーポレート・ガバナンス体制

(a)目的

当会社は、当会社の企業価値を最大化することを目的として、定款および取締役会が定める社内

規則に従い、「執行」「統制」「監督」の観点から最適なコーポレート・ガバナンス体制を構築

する。

(b)体制

当会社の取締役会は、10名以内の取締役で構成し、当会社の業務執行の決定と監督を行う。

  この取締役会が決定した方針に基づき、社長の統率のもと、業務執行を担当する取締役および執

行役員（以下、あわせて「担当役員」という）は、当会社の事業活動の責任者として効率的かつ適

法に業務の「執行」を行う。また、当会社の事業活動の信頼性と健全性の確保を目的として、CSRM

・内部統制担当取締役を設け、当会社の業務執行全般に対する「統制」活動を行う。

  社外取締役は担当役員の業務執行に対して、独立した立場で効率性および適法性の観点から

「監督」を行う。また、監査役は、法令および監査役会が定めた社内規則に従い、独立した立場にお

いて、適法性の観点から当会社の業務執行を監査する。

　
ⅲ．業務執行に関する体制

(a)基本体制

イ　業務執行の計画

　当会社は、連結ベースで、中期経営計画、年度経営方針を策定する。これを受け、取締役または執

行役員は、経営上の目標数値、その他の必要事項を含んだ事業計画を策定する。担当役員、その他

使用人は、中期経営計画、経営方針、事業計画を重要な経営目標として職務の執行を行う。

ロ　業務執行の推進体制

　取締役会は、業務執行を効率的かつ適法に推進することを目的として、その決議により、担当役

員の担当職務の分掌を取り決め、また、主要な組織を設置して、その責任者となるべき重要な使用

人の任免を行う。

ハ　業務執行の決定

　取締役会は、「取締役会規則」の定めるところにより、会社法その他の法令および定款に定める

事項ならびに重要な業務執行を決定し、それ以外の業務執行については、「決裁規程」に従い、社

長または社長から権限委譲を受けた、担当役員その他重要な使用人が、これを決定する。
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ニ　業務執行の推進

　取締役会は、業務執行を効率的に行うため、「取締役会規則」および「執行役員規則」に基づ

き、必要に応じて執行役員またはその他使用人を取締役会に出席させ、業務執行に関する決定事

項の伝達や具体的な業務執行につき、取締役と執行役員、その他使用人との相互連携を図る。

　また、担当役員および重要な使用人以上の職制により構成される「経営検討会」を設け、社長に

よる統率、担当役員および重要な使用人間での情報共有を図る。

ホ　業務執行の評価

　取締役会、取締役または執行役員は、取締役、執行役員、その他使用人の職務を評価し、任用およ

び報酬を決定する。特に、社長および担当役員の評価については、その重要性を考慮し、別に定め

る適切な評価基準に基づき、取締役会に於いて審議を行い、最終的に取締役会がこれを決定する。

(b)コンプライアンス体制

取締役、執行役員、その他使用人は、「企業倫理規程」の定めるところに従い、「パナソニック行

動基準」および「コンプライアンス・ガイドブック」を基本原則として、公正で誠実な事業活動

を行う。また、「企業倫理通報ライン」を利用し、法令違反および不正行為の早期発見に努める。

  社長を委員長とする「企業倫理委員会」および倫理担当取締役は、全社倫理推進活動を行い、ま

た、事業場にも適切な組織・責任者を設け、事業場の企業倫理推進活動を行う。

(c)リスク管理体制

イ　平常時

　当会社の事業活動におけるリスクマネジメントについては、「リスクマネジメント規程」に従

い、事業場の担当役員、職能ごとの担当役員が一体となって行い、社長を委員長とする「リスク

マネジメント委員会」が、これらのリスクマネジメント活動を効率的かつ効果的に推進する。

  取締役、執行役員、その他使用人は、事業年度ごとにリスクを収集・分析・評価し、リスクへの

対策を講じる。

ロ　緊急時

  取締役、執行役員、その他使用人は、当会社の経営に重大な影響を及ぼす危機的状況が発生し

た場合、「リスクマネジメント規程」に従い、危機管理の組織体制を編成し、当会社の信頼性と

将来価値の保全のために対策を講じる。

(d)情報管理体制

取締役は、会社法の定める法定備置書類・その他法令によって保存が要求される重要書類、重要

会議の議事録、決裁書、契約書等の重要情報について、法令および社内規則に従い、保存および管理

を行う。

  その他、「情報セキュリティ基本規程」その他の個別の社内規則に基づき、当会社が保有する情

報およびそれが記載・記録された書類、電子データの保存および管理を行う。

  これらの情報の保存および管理を徹底するため、「全社機密情報管理統括責任者」および「全

社情報セキュリティ管理委員会」を設け、また事業場ごとに適切な組織を設ける。さらに、当会社

では、全社において個人情報の取扱いを適切に行っている事業者に付与される「プライバシー

マーク」を、また、運用部門において組織の情報セキュリティマネジメントシステムが適切に実施

されている事業者に付与される「ＩＳＭＳ」（情報セキュリティマネジメントシステム）の認証

を取得しており、これらの基準に従った情報管理体制とする。
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(e)内部監査体制

当会社ならびに当会社の子会社および関連会社（以下、あわせて「グループ会社」という）の会

社方針の徹底状況や業務の実態を調査し、経営の合理化および経営効率の増進に寄与するととも

に、法令、定款、社内規則の運用状況を確認することにより、厳正な業務の遂行と内部牽制体制の整

備、確立を図り、錯誤、不正等の事故を未然に防止することを目的として、内部監査部門を設ける。

  内部監査部門は、社長直轄とする。

　当会社およびグループ会社の内部監査は、「内部監査規程」に従い行う。

(f)財務報告体制

取締役、執行役員、その他使用人は、社内規則・基準に従い、事業活動を適切に行い、重要な経営情

報、業務執行の状況を取締役会に適切に報告する。

　また、関係する取締役、執行役員、その他使用人は、事業年度ごとに、これらの活動を点検する。内

部監査部門は、これらの活動をモニタリングし、内部統制の適正性・有効性を確認した上で、社長

に迅速・適切に結果報告を行う。

　これらの効果的な統制に基づき、取締役、執行役員、その他使用人は財務情報にかかる書類を作成

し、会計監査人および監査役による監査を受ける。

　財務情報、その他の投資家に影響を及ぼす情報を開示するに際しては、「ディスクロージャー委

員会」が、記載内容の妥当性および開示に関する手続きの適正性を確認する。

(g)グループ経営体制

イ　グループ会社との関係にかかる体制

　当会社は、グループ会社の自主責任経営を尊重しつつ、当会社の企業集団としての業務の適正性

および効率性を確保するため、グループ会社に対して当会社の経営方針・経営理念の徹底を図

る。

　当会社は、主要なグループ会社に対して取締役または監査役を派遣し、これらの者は一定事項に

ついて、当会社の社長または担当役員と協議を行う。また、主管部署を通じて、各グループ会社の

経営管理、決算業務等を適正かつ効率的に行う。

ロ　親会社との関係にかかる体制

　当会社は、上場企業として独立した立場で経営の決定を行い、その決定の客観性を高めるため、

親会社出身者以外の社外役員に適正な意見を求める。なお、一定の事項については、親会社との間

で協議を行う。

　

ⅳ．監査に関する体制

(a)基本体制

イ　取締役・執行役員・使用人の義務

　取締役、執行役員、その他使用人は、監査役会が制定した「監査役会規則」および「監査役監査

基準」の内容を理解し、監査役会および監査役の監査活動が実効的に行われるよう協力する。

ロ　代表取締役との連携

   代表取締役は、監査役会および監査役と定期的な会合をもち、経営方針、当会社が対処すべき課

題、当会社を取り巻くリスク、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について、確認

を行う。

ハ　内部監査部門との連携

　 内部監査部門は、監査役会および監査役と緊密な連携を保ち、監査役とともに適正かつ効率的な

監査活動に努める。
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(b)監査役スタッフ体制

取締役会は、監査役会および監査役の監査職務を補助するために業務執行者から独立した監査役

室を設け、人員（以下、「監査役スタッフ」という）を配置する。この監査役スタッフの評価、配置

転換については、監査役と協議を行う。

また、監査役が組織・人員の補強を求めた場合は、取締役会は、監査役と協議を行い、適切な対応

をする。

(c)監査役への報告体制

取締役、執行役員、その他使用人は、当会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実を発見した場

合は、これを直ちに監査役会に報告する。

　

③　内部監査および監査役監査に関する事項

　

ⅰ．組織、人員について

提出日現在における内部監査部門の人員は5名であります。

提出日現在における監査役の人数は、3名であり、うち2名は社外監査役であります。監査役　古澤

英治は、パナソニック株式会社の経理部門における業務経験を有しており、財務および会計に関す

る相当程度の知見を有する者であります。また、監査役の監査職務を補助する監査役室を設置し、

使用人1名を専属させております。

　

ⅱ．手続について

内部監査部門の内部監査は、「内部監査規程」に基づき、また、監査役監査は、「監査役会規則」

および「監査役監査基準」に基づき、行われております。

　

ⅲ．内部監査、監査役監査および会計監査の相互連携について

監査役は、会社の業務および財産の状況の調査その他職務の遂行にあたり、効率的な監査を実施

すべく、内部監査部門と緊密な連携を保ち、また、内部監査部門より、内部統制システムに係る当社

の状況とその監査結果について定期的に報告を受けております。

　また、内部監査部門および監査役は、会計監査人と定期的に年4回以上会合の機会を設けており、

会計監査計画および実施された会計監査の結果等について聴取を行い、意見交換を行っておりま

す。

　

④　会社の機関等に関する事項

　

ⅰ．株主総会に関する事項

(a)特別決議要件

当社は、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行

う旨を定款で定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することによ

り、議決を確実に行うことを目的として定めております。 
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(b)株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項及びその理由 

イ　自己の株式の取得

   当社は、会社法第165条第2項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己

の株式を取得することができる旨を定款で定めております。これは、企業環境の変化に対応し機

動的な経営を遂行できるようにすることを目的とするものであります。 
　

ロ　取締役及び監査役の責任の免除

   当社は、会社法第426条第1項の規定により、取締役会の決議によって、同法第423条第1項に定め

る取締役(取締役であった者を含む)及び監査役(監査役であった者を含む)の責任を、法令の定め

る限度において免除することができる旨を定款に定めております。これは、職務の執行にあたり

期待される役割を十分に発揮できるようにすることを目的とするものであります。 
　

ハ　剰余金の配当等

   当社は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議によって、剰余金の配当等会社法

第459条第1項各号に掲げる事項を定めることができる旨を定款に定めております。これは、剰余

金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への利益還元を機動的に実施できるように

することを目的とするものであります。

　

ⅱ．取締役会および取締役に関する事項

(a)取締役会の活動状況 

当事業年度において取締役会は15回開催され、当社グループの重要な経営案件等の決定および監

督を行いました。

(b)取締役に関する情報

当社は、取締役の定数を10名以内とする旨を定款に定めております。提出日現在における取締役

は8名であり、うち2名は社外取締役であります。 

(c)取締役選任の決議要件

当社は、取締役選任の決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1

以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨および累積投票によらない旨を

定款に定めております。

　

ⅲ．監査役会および監査役に関する事項

(a)監査役会の活動状況

当事業年度において監査役会は15回開催され、監査計画の策定およびその実施状況の報告、監査

報告書の作成等を行いました。

(b)監査役に関する情報

当社は、監査役の定数を4名以内とする旨を定款に定めております。提出日現在における監査役は

3名であり、うち2名は社外監査役であります。 
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ⅳ．社外役員に関する事項

(a)社外役員の員数、氏名、選任理由および利害関係について

　(提出日現在)

区分 員数 氏名 選任理由および利害関係

社外取締役 2名 中川　隆広 ＜選任理由＞同氏は、当社の親会社であるパナソニック株式会社

の使用人でありますが、情報システム部門における長年の経験に

基づいた当社の経営の監督に必要なキャリア・資質と高い見識

を備えているため、社外取締役としての職務を適切に遂行できる

ものと判断し、選任しております。

　 ＜利害関係＞同氏は、当社の親会社であるパナソニック株式会社

の使用人であり、当社の取締役8名のうち1名及び監査役3名のう

ち1名が同社の従業員であります。また、当社は同社に情報システ

ムサービス等を提供しております。

古田　英範 ＜選任理由＞同氏は、当社の主要な取引先である富士通株式会社

の使用人でありますが、情報サービス業界における長年の経験お

よび役員としての経験に基づいた当社の経営の監督に必要な

キャリア・資質と高い見識を備えているため、社外取締役として

の職務を適切に遂行できるものと判断し、選任しております。

　 　 　 ＜利害関係＞同氏は、当社の主要な取引先である富士通株式会社

の使用人であり、当社は同社に情報システムの開発等を委託して

おります。

社外監査役 2名 岩橋　誠 ＜選任理由＞同氏は、JFEシステムズ株式会社における長年の代

表者としての経験に基づく豊富なキャリアと高い見識に基づき

社外監査役の職務を適切に遂行できるものと判断し、選任してお

ります。

同氏は、親会社や兄弟会社、主要な取引先の出身者等ではないこ

とから、独立性が高く、一般株主と利益相反が生じるおそれはな

いと判断し、株式会社東京証券取引所が指定を義務付ける一般株

主と利益相反のおそれのない独立役員として指定しております。

　 　 　 ＜利害関係＞同氏および同氏が顧問に就任しているJFEシステム

ズ株式会社と当社との間で人的関係および資本関係はありませ

ん。なお、当社は同社に情報システムサービス等を提供しており

ますが、主要な取引先ではありません。
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区分 員数 氏名 選任理由および利害関係

社外監査役 2名 古澤　英治 ＜選任理由＞同氏は、当社の親会社であるパナソニック株式会社

の使用人でありますが、同社の経理部門における長年の経験に基

づいた豊富なキャリアと高い見識に基づき社外監査役の職務を

適切に遂行できるものと判断し、選任しております。

　 　 　 ＜利害関係＞同氏は、当社の親会社であるパナソニック株式会社

の使用人であり、当社の取締役8名のうち1名及び監査役3名のう

ち1名が同社の従業員であります。また、当社は同社に情報システ

ムサービス等を提供しております。

　

(b)社外役員を選任するための提出会社からの独立性に関する基準又は方針の内容

当社は、社外役員の選任にあたっては、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件や親会社

からの独立性に加え、社外取締役または社外監査役に必要とされる経験・見識等の有無などを総合

的に考慮したうえで、当社の経営から独立して監督または監査をできる者を社外役員として選任し

ております。

(c)社外役員との責任限定契約の内容の概要について

当社と社外取締役である中川隆広および古田英範ならびに社外監査役である岩橋誠および古澤英

治との間では、会社法第423条第1項の責任について、同法第425条第1項各号に定める額の合計額を限

度とする契約を締結しております。

(d)内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門との関係について

内部監査部門は、各事業年度における監査の方法および結果を社外役員が出席する取締役会におい

て報告しております。また、監査役会において決議された監査方針および監査計画は、常勤監査役に

より社外取締役が出席する取締役会において報告されております。各事業年度における計算関係書

類の会計監査人による会計監査の方法および結果は、社外監査役を含む監査役により評価され、計算

関係書類は、その評価の結果を踏まえた上、社外取締役が出席する取締役会が承認しております。

また、毎月1回行われる定例取締役会では、経理担当取締役による経営概況の報告および各業務執行

取締役、執行役員その他使用人による職務執行状況の報告を行っております。
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ⅴ．役員報酬に関する事項

(a)当事業年度に係る当社の取締役および監査役に対する報酬等の額 

(平成24年4月1日から平成25年3月31日まで)

区分
役員報酬 当期役員賞与 計

支給人員
(名)

支給額
(百万円)

支給人員
(名)

支給額
(百万円)

支給人員
(名)

支給額
(百万円)

取締役
（社外取締役を除く）

6 79 6 24 6 103

監査役
（社外監査役を除く）

2 4 ― ― 2 4

社外取締役 3 9 ― ― 3 9

社外監査役 2 12 ― ― 2 12

合計 13 106 6 24 13 130

(注)　1.  平成19年6月14日開催の第9回定時株主総会において、取締役報酬は年額150百万円以内、監査役報酬は年額50

百万円以内と決議されております。

2.  取締役および監査役の役員報酬の支給人員および支給額は、平成24年6月15日開催の第14回定時株主総会終

結の時をもって退任した取締役1名および監査役1名とその退任時までの報酬を含めて記載しております。

　

(b)使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

総額
（百万円）

対象となる役員の員数
（名）

内容

16 2 給与および賞与

　

(c)当事業年度に係る各役員の報酬等の額の決定に関する方針について

イ　取締役の報酬等について

   取締役の報酬等の構成は、基本報酬および賞与の２種類としております。

   基本報酬については、各取締役が担当する役割の大きさに基づき、その基本となる額を設定し

ていますが、貢献度や戦略企画推進力、コンプライアンス遵守状況などにより一定の範囲内で変

動するものとしております。

   賞与については、各取締役の目標達成度や戦略企画推進力などに応じて個別の配分額を決定し

ております。

ロ　監査役の報酬等について

   監査役の報酬等の構成は、基本報酬のみとしております。

   基本報酬については、各監査役の報酬等の額の公正を図り、もってその監査機能を有効に機能

させるため、監査役の協議により決定しております。

　

⑤　会計監査人に関する事項

当社は、有限責任監査法人トーマツの会計監査を受けております。有限責任監査法人トーマツに

おいて、当事業年度における当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、小山謙司氏、佃弘一郎

氏、出田吉孝氏であり、その補助者は、公認会計士8名、その他の補助者5名であります。
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⑥　株式の保有状況に関する事項

　ⅰ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

(平成25年3月31日時点)

銘柄数 貸借対照表計上額の合計額

(百万円)

2 231

　

  ⅱ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額

及び保有目的

（前事業年度）

特定投資株式

(平成24年3月31日時点)

銘柄 株式数 貸借対照表計上額

(百万円)

保有目的

インフォテリア株式会社 550,000 155EAI事業におけるアライアンス

パートナー関係の構築

情報技術開発株式会社 180,000 123当社商品・サービス・ソリュー

ションの提供における関係の維持

・強化

　

（当事業年度）

特定投資株式

(平成25年3月31日時点)

銘柄 株式数 貸借対照表計上額

(百万円)

保有目的

インフォテリア株式会社 550,000 107EAI事業におけるアライアンス

パートナー関係の構築

情報技術開発株式会社 180,000 123当社商品・サービス・ソリュー

ションの提供における関係の維持

・強化

　

ⅲ．保有目的が純投資目的である投資株式 

　該当事項はありません。
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⑦  会社の機関および内部統制システムに関する模式図(提出日現在)
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(2) 【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 41 ― 37 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 41 ― 37 ―

　

②【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません。

当連結会計年度

該当事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません。

当連結会計年度

該当事項はありません。

　

④【監査報酬の決定方針】

当社は、監査公認会計士等に対する監査報酬について、当社の規模や業務の特性等を勘案して監査日

数等を検討した上で、報酬総額を決定しています。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)

に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、連結会計年度(平成24年4月1日から平成25年3

月31日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成24年4月1日から平成25年3月31日まで)の財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基

準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、情報の入手

を行っております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 175 268

受取手形及び売掛金 5,325 6,750

工事未収入金 1,543 831

たな卸資産 ※1
 151

※1
 382

繰延税金資産 407 498

預け金 13,999 16,236

その他 695 761

流動資産合計 22,299 25,730

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 691 651

工具、器具及び備品（純額） 2,087 2,194

リース資産（純額） 488 317

建設仮勘定 745 142

有形固定資産合計 ※2
 4,013

※2
 3,305

無形固定資産

ソフトウエア 586 435

リース資産 37 －

その他 123 78

無形固定資産合計 747 514

投資その他の資産

投資有価証券 279 231

繰延税金資産 23 42

前払年金費用 843 679

その他 810 852

貸倒引当金 △6 △0

投資その他の資産合計 1,951 1,805

固定資産合計 6,712 5,624

資産合計 29,011 31,355
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,846 2,253

未払法人税等 1,015 947

未払金 1,555 1,658

未払費用 307 163

未払消費税等 120 258

預り金 6 17

賞与引当金 533 670

役員賞与引当金 12 24

その他 319 301

流動負債合計 5,717 6,295

固定負債

退職給付引当金 7 10

長期預り金 43 35

繰延税金負債 22 －

リース債務 362 175

固定負債合計 435 221

負債合計 6,152 6,517

純資産の部

株主資本

資本金 1,040 1,040

資本剰余金 870 870

利益剰余金 20,891 22,900

自己株式 △0 △0

株主資本合計 22,801 24,810

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 57 27

その他の包括利益累計額合計 57 27

純資産合計 22,858 24,838

負債純資産合計 29,011 31,355
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②【連結損益及び包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

売上高 36,373 35,178

システムサービス売上高 22,244 22,008

システムソリューション売上高 8,004 7,793

システム機器・通信機器関連売上高 6,125 5,375

売上原価 ※2
 29,238

※2
 27,804

システムサービス売上原価 17,634 16,895

システムソリューション売上原価 6,470 6,425

システム機器・通信機器関連売上原価 5,133 4,483

売上総利益 7,134 7,374

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 2,879

※1, ※2
 2,949

営業利益 4,254 4,424

営業外収益

受取利息 58 29

受取配当金 5 5

その他 4 2

営業外収益合計 68 36

営業外費用

支払利息 14 13

固定資産廃却損 ※3
 7

※3
 1

為替差損 2 8

租税公課 － 22

その他 5 4

営業外費用合計 29 50

経常利益 4,293 4,411

特別損失

構造改革費用 451 －

特別損失合計 451 －

税金等調整前当期純利益 3,842 4,411

法人税、住民税及び事業税 1,808 1,822

法人税等調整額 △192 △113

法人税等合計 1,615 1,709

少数株主損益調整前当期純利益 2,227 2,701

当期純利益 2,227 2,701

少数株主損益調整前当期純利益 2,227 2,701

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △34 △29

その他の包括利益合計 ※4
 △34

※4
 △29

包括利益 2,192 2,672

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,192 2,672

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,040 1,040

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,040 1,040

資本剰余金

当期首残高 870 870

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 870 870

利益剰余金

当期首残高 19,356 20,891

当期変動額

剰余金の配当 △692 △692

当期純利益 2,227 2,701

当期変動額合計 1,534 2,009

当期末残高 20,891 22,900

自己株式

当期首残高 △0 △0

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △0 △0

株主資本合計

当期首残高 21,266 22,801

当期変動額

剰余金の配当 △692 △692

当期純利益 2,227 2,701

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 1,534 2,009

当期末残高 22,801 24,810
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 92 57

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△34 △29

当期変動額合計 △34 △29

当期末残高 57 27

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 92 57

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△34 △29

当期変動額合計 △34 △29

当期末残高 57 27

純資産合計

当期首残高 21,358 22,858

当期変動額

剰余金の配当 △692 △692

当期純利益 2,227 2,701

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △34 △29

当期変動額合計 1,499 1,979

当期末残高 22,858 24,838
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,842 4,411

減価償却費 2,161 1,817

固定資産廃却損 7 1

貸倒引当金の増減額（△は減少） △19 △6

受取利息及び受取配当金 △64 △34

支払利息 14 13

売上債権の増減額（△は増加） △407 △707

たな卸資産の増減額（△は増加） 52 △231

その他の流動資産の増減額（△は増加） 8 △65

前払年金費用の増減額（△は増加） 47 164

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7 3

仕入債務の増減額（△は減少） △123 406

その他の流動負債の増減額（△は減少） 261 809

その他の固定負債の増減額（△は減少） △2 △8

その他 △170 △36

小計 5,615 6,537

利息及び配当金の受取額 87 34

利息の支払額 △14 △13

法人税等の支払額 △1,854 △1,888

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,834 4,669

投資活動によるキャッシュ・フロー

預け金の預入による支出 △8,000 △19,100

預け金の払戻による収入 16,500 8,100

有形固定資産の取得による支出 △1,163 △1,232

有形固定資産の売却による収入 1 2

ソフトウエアの取得による支出 △430 △171

その他 1 102

投資活動によるキャッシュ・フロー 6,908 △12,298

財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △211 △247

配当金の支払額 △692 △692

その他 － △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △903 △940

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,838 △8,569

現金及び現金同等物の期首残高 4,230 14,069

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 14,069

※1
 5,499
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

連結子会社はパナソニック ネットソリューションズ株式会社、ヴイ・インターネットオペレーションズ

株式会社の2社であります。

（注）パナソニック電工ネットソリューションズ株式会社は、平成24年7月1日をもって、パナソニック 

ネットソリューションズ株式会社に社名を変更しております。

　

２　持分法の適用に関する事項

持分法を適用している会社はありません。

　

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

　

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

②　たな卸資産

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

(イ)商品・製品・貯蔵品

移動平均法

(ロ)仕掛品

個別法

　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、主な耐用年数は下記のとおりです。

建物 8～15年

工具、器具及び備品 3～10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

市場販売目的のソフトウエア及び収益の獲得を目的とした自社利用のソフトウエアについて

は、将来の収益が確実と認められる期間(3年以内)、社内利用による費用削減が確実なものについ

ては、社内での利用可能期間(5年以内)に基づく定額法を採用しております。
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③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　なお、当連結会計年度末までの貸倒実績が僅少であるため、一般債権に係る実績繰入率を零として

おります。

②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当連結会計年度の負担額を

計上しております。

③　役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当連結会計年度の負担額を計

上しております。

④　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。ただし、年金資産の額が、退職給付債務に未認識過去勤務債務及び未認

識数理計算上の差異を加減した額を超過している場合は、投資その他の資産に前払年金費用として

計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(7年)による定額法に

より費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(15年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理をしてお

ります。

　

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりま

す。

　

(5) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、発生年度に効果の発現する期間の見積りが可能なものについてはその年

数で、それ以外のものについては5年間で、定額法によって償却しております。
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(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

資金(現金及び現金同等物)には、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期

投資を含めることとしております。

なお、一時的余剰資金の運用目的のため、パナソニック株式会社へ預託している金銭(預託期間３か

月以内)を資金に含めております。

　

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

　

(表示方法の変更)

（連結損益及び包括利益計算書関係）

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「為替差損」は、営業外費用

の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の

変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組み替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益及び包括利益計算書において、「営業外費用」の「その他」に

表示していた7百万円は、「為替差損」2百万円、「その他」5百万円として組み替えております。

　
(未適用の会計基準等)

・「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年5月17日）

・「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年5月17日）
　

(1) 概要

本会計基準は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及び

未認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に改

正されたものです。

(2) 適用予定日

平成26年3月期の期末より適用予定です。ただし、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正につ

いては、平成27年3月期の期首より適用予定です。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。

　
(連結貸借対照表関係)

※1　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年3月31日)

当連結会計年度
(平成25年3月31日)

商品及び製品 65百万円 289百万円

仕掛品 85百万円 91百万円

貯蔵品 0百万円 1百万円

　
※2　有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年3月31日)

当連結会計年度
(平成25年3月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 5,110百万円 6,283百万円

　

EDINET提出書類

パナソニックインフォメーションシステムズ株式会社(E05197)

有価証券報告書

 52/100



　

(連結損益及び包括利益計算書関係)

※1　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年4月 1日
至  平成24年3月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年4月 1日
至  平成25年3月31日)

給料及び諸手当 1,118百万円 1,029百万円

賞与引当金繰入額 61百万円 159百万円

社外要員費 209百万円 226百万円

退職給付費用 87百万円 95百万円

貸倒引当金繰入額 △0百万円 0百万円

役員賞与引当金繰入額 12百万円 24百万円

　

※2　一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開発費は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自  平成23年4月 1日
至  平成24年3月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年4月 1日
至  平成25年3月31日)

128百万円 135百万円

　

※3　固定資産廃却損の内訳は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年4月 1日
至  平成24年3月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年4月 1日
至  平成25年3月31日)

建物 ― 0百万円

工具、器具及び備品 0百万円 1百万円

ソフトウエア 1百万円 0百万円

ソフトウエア仮勘定 6百万円 ―

     計 7百万円 1百万円

　

※4　その他の包括利益に係る組替調整額および税効果額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年4月 1日
至  平成24年3月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年4月 1日
至  平成25年3月31日)

その他有価証券評価差額金 　 　

当期発生額 △61百万円 △48百万円

組替調整額 ― ―

税効果調整前 △61百万円 △48百万円

税効果額 27百万円 18百万円

その他有価証券評価差額金 △34百万円 △29百万円

その他の包括利益合計 △34百万円 △29百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成23年4月1日　至　平成24年3月31日）

1　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 10,656 ― ― 10,656

　

2　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 0 0 ― 0

　　（変動事由の概要）
　　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。　

　

3　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。
　

4　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年5月19日
取締役会

普通株式 346 32.50平成23年3月31日 平成23年５月31日

平成23年10月25日
取締役会

普通株式 346 32.50平成23年9月30日 平成23年11月30日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年5月17日
取締役会

普通株式 利益剰余金 346 32.50平成24年3月31日 平成24年5月31日
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当連結会計年度（自　平成24年4月1日　至　平成25年3月31日）

1　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 10,656 ― ― 10,656

　

2　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 0 0 ― 0

　　（変動事由の概要）
　　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。　

　

3　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。
　

4　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年5月17日
取締役会

普通株式 346 32.50平成24年3月31日 平成24年５月31日

平成24年10月23日
取締役会

普通株式 346 32.50平成24年9月30日 平成24年11月30日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年5月20日
取締役会

普通株式 利益剰余金 346 32.50平成25年3月31日 平成25年6月3日

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※1　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

(自  平成23年4月 1日
至  平成24年3月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年4月 1日
至  平成25年3月31日)

現金及び預金勘定 175百万円 268百万円

預入期間が3か月以内の預け金 13,993百万円 5,230百万円

預入期間が3か月超の定期預金 △100百万円 －百万円

現金及び現金同等物 14,069百万円 5,499百万円
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(リース取引関係)

1　ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)リース資産の内容

有形固定資産

システムサービス売上に係るネットワーク機器やサーバなどのハードウエアであります。

無形固定資産

システムサービス売上に係るソフトウエアライセンスであります。

(2)リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「4　会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価償却

資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年3月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次の

とおりであります。

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　

　 前連結会計年度(平成24年3月31日)

　 工具、器具及び備品 ソフトウエア 合計

取得価額相当額 31百万円 1百万円 33百万円

減価償却累計額相当額 25百万円 1百万円 27百万円

期末残高相当額 6百万円 0百万円 6百万円

　
　

　 当連結会計年度(平成25年3月31日)

　 工具、器具及び備品 ソフトウエア 合計

取得価額相当額 18百万円 ― 18百万円

減価償却累計額相当額 16百万円 ― 16百万円

期末残高相当額 2百万円 ― 2百万円

　

②未経過リース料期末残高相当額

　
前連結会計年度
(平成24年3月31日)

当連結会計年度
(平成25年3月31日)

1年内 4百万円 2百万円

1年超 3百万円 0百万円

合計 7百万円 3百万円
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③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　
前連結会計年度

(自  平成23年4月 1日
至  平成24年3月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年4月 1日
至  平成25年3月31日)

支払リース料 63百万円 5百万円

減価償却費相当額 52百万円 4百万円

支払利息相当額 0百万円 0百万円

　

④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

⑤利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。

　

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

　

2　オペレーティング・リース取引（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　
前連結会計年度
(平成24年3月31日)

当連結会計年度
(平成25年3月31日)

1年内 177百万円 90百万円

1年超 106百万円 50百万円

合計 283百万円 141百万円
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(金融商品関係)

　　　Ⅰ　金融商品の状況に関する事項

　　　 1　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主にソフトウエアの開発やデータ管理設備やハードウエアの取得を行うための

設備投資計画に照らして、必要な資金を主に自己資金で調達しております。余資金については、短

期的な預金等に限定して運用しております。

　　　 2　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、

取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されてお

ります。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど1年以内の支払期日であります。また、その一部

には、商品の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されていますが金額が僅少

であり、その影響はほとんどありません。ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設

備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は、決算日後、最長で4年以内でありま

す。

　　　 3　金融商品に係るリスク管理体制

(1)信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、本社経理部と各事業部門が連携して、主要な

取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、

財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社について

も、当社グループの債権管理方針に準じて、同様の管理を行っております。

　当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借

対照表価額により表されております。

(2)市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社の外貨建ての営業債務については、金額が僅少であり、影響はありません。なお、為替相場

の状況の動向を確認しながら都度取引を行っております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引

先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

(3)資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、パ

ナソニック株式会社とキャッシュマネジメントシステム（CMS）利用契約を締結し、常時余資

運用と残高管理を行うことにより流動性リスクを管理しております。

　　　 4　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前

提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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Ⅱ　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前連結会計年度（平成24年3月31日）

　（単位：百万円）

　 連結貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

(1)現金及び預金 175 175 －

(2)受取手形及び売掛金 5,325 5,325 －

(3)工事未収入金 1,543 1,543 －

(4)預け金 13,999 13,999 －

(5)投資有価証券 　 　 　

       その他有価証券 279 279 －

資産 計 21,323 21,323 －

(1)支払手形及び買掛金 1,846 1,846 －

(2)未払法人税等 1,015 1,015 －

(3)未払金 1,555 1,555 －

(4)リース債務 362 356 △5

負債 計 4,779 4,774 △5
　

　

当連結会計年度（平成25年3月31日）

　（単位：百万円）

　 連結貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

(1)現金及び預金 268 268 －

(2)受取手形及び売掛金 6,750 6,750 －

(3)工事未収入金 831 831 －

(4)預け金 16,236 16,236 －

(5)投資有価証券 　 　 　

       その他有価証券 231 231 －

資産 計 24,318 24,318 －

(1)支払手形及び買掛金 2,253 2,253 －

(2)未払法人税等 947 947 －

(3)未払金 1,658 1,658 －

(4)リース債務 175 174 △1

負債 計 5,035 5,034 △1

(注)1 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　　　　　　　　資　産

(1)　現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

(2)　受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。
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(3)　工事未収入金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4)　預け金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(5)　投資有価証券

時価については取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事

項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

　　　　　　    負　債

(1)　支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

(2)　未払法人税等

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3)　未払金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4)　リース債務

時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しております。

　
   2 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成24年3月31日）

　（単位：百万円）

　 1年以内
1年超
5年以内

5年超
10年以内

10年超

現金及び預金 175 ― ― ―

受取手形及び売掛金 5,325 ― ― ―

工事未収入金 1,543 ― ― ―

預け金 13,999 ― ― ―

　合計 21,044 ― ― ―

　

当連結会計年度（平成25年3月31日）

　（単位：百万円）

　 1年以内
1年超
5年以内

5年超
10年以内

10年超

現金及び預金 268 ― ― ―

受取手形及び売掛金 6,750 ― ― ―

工事未収入金 831 ― ― ―

預け金 16,236 ― ― ―

　合計 24,087 ― ― ―
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   3 リース債務の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成24年3月31日）

　（単位：百万円）

　 1年以内
1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内

リース債務 247 192 159 8 1

　合計 247 192 159 8 1

　

当連結会計年度（平成25年3月31日）

　（単位：百万円）

　 1年以内
1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内

リース債務 195 162 11 1 ―

　合計 195 162 11 1 ―
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(有価証券関係)

　　　 1　その他有価証券

前連結会計年度(平成24年3月31日)

区分
連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

（百万円） （百万円） （百万円）

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

　 　 　

　株式 155 53 102

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

　 　 　

　株式 123 133 △9

合計 279 186 92

　

当連結会計年度(平成25年3月31日)

区分
連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

（百万円） （百万円） （百万円）

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

　 　 　

　株式 107 53 54

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

　 　 　

　株式 123 133 △9

合計 231 186 44

　

　　　 2　連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度(自　平成23年4月1日　至　平成24年3月31日)

　　　　　該当事項はありません

　

当連結会計年度(自　平成24年4月1日　至　平成25年3月31日)

　　　　　該当事項はありません

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループ(当社及び当社の連結子会社)は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該

当事項はありません。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度を設けており、企業年金基金制度は、当社及び親会

社であるパナソニック株式会社とその関係会社との連合形態であります。

当社は、年金制度にキャッシュバランスプランを導入しております。当該制度のもとでは、従業員の年

齢及び評価に応じて付与される拠出ポイントと従業員の個人毎に積み立てられた累積ポイントにかかる

利息ポイントが、毎年、従業員に対して付与されます。

また、退職金前払制度及び確定拠出年金制度を一部導入しております。

なお、一部の連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を採用しております。

　

２　退職給付債務に関する事項

　

　
前連結会計年度 当連結会計年度

（平成24年3月31日） （平成25年3月31日）

(1)退職給付債務(百万円)

(2)年金資産(百万円)

△4,374

3,370

△4,989

3,431

(3)未積立退職給付債務((1)+(2))(百万円)

(4)未認識数理計算上の差異(百万円)

(5)未認識過去勤務債務（百万円）

△1,004

1,486

353

△1,558

1,927

300

(6)連結貸借対照表計上額純額((3)+(4)+(5))(百万円) 836 669

(7)前払年金費用(百万円) 843 679

(8)退職給付引当金((6)-(7))(百万円) △7 △10

(注) 一部の連結子会社は退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。

　

３　退職給付費用に関する事項

　

　
前連結会計年度 当連結会計年度

（自  平成23年4月 1日
　至  平成24年3月31日）

（自  平成24年4月 1日
　至  平成25年3月31日）

(1)勤務費用(百万円)

(2)利息費用(百万円)

(3)期待運用収益(百万円)

(4)過去勤務債務の費用処理額(百万円)

(5)数理計算上の差異の費用処理額(百万円)

238

101

△93

8

147

273

94

△98

53

136

(6)退職給付費用((1)+(2)+(3)+(4)+(5))(百万円)403 460

(注) 簡便法を採用している一部の連結子会社の退職給付費用は「(1)勤務費用」に計上しております。
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４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1)退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

　

(2)割引率

前連結会計年度 当連結会計年度

（自  平成23年4月 1日
　至  平成24年3月31日）

（自  平成24年4月 1日
　至  平成25年3月31日）

2.5％ 1.6％

　

(3)期待運用収益率

前連結会計年度 当連結会計年度

（自  平成23年4月 1日
　至  平成24年3月31日）

（自  平成24年4月 1日
　至  平成25年3月31日）

3.0％ 3.0％

　

(4)過去勤務債務の額の処理年数

7年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による按分額を費用処理する方法)

　

(5)数理計算上の差異の処理年数

15年(各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による按分額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理する方法)

　

(ストック・オプション等関係)

　該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

1　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度
(平成24年3月31日)

当連結会計年度
(平成25年3月31日)

(流動資産) 　 　

 繰延税金資産 　 　

  未払事業税 72百万円 76百万円

  賞与引当金 225百万円 290百万円

  その他 109百万円 131百万円

  合計 407百万円 498百万円

(固定資産) 　 　

 繰延税金資産 　 　

  減価償却超過額 264百万円 235百万円

  繰延資産償却超過額 19百万円 12百万円

  一括償却資産 5百万円 16百万円

  投資有価証券評価損 20百万円 20百万円

  その他 25百万円 10百万円

  合計 336百万円 296百万円

(固定負債) 　 　

 繰延税金負債 　 　

  前払年金費用 △298百万円 △236百万円

  その他有価証券評価差額金 △34百万円 △16百万円

　その他 △1百万円 △0百万円

  合計 △335百万円 △253百万円

  繰延税金資産の純額（固定） 23百万円 42百万円

  繰延税金負債の純額（固定） △22百万円 ―

　

2　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

前連結会計年度(自　平成23年4月1日　至　平成24年3月31日)

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の5

以下であるため、記載を省略しております。

当連結会計年度(自　平成24年4月1日　至　平成25年3月31日)

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の5

以下であるため、記載を省略しております。
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(企業結合等関係)

　該当事項はありません。

　
(資産除去債務関係)

　該当事項はありません。

　
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループの事業は、情報サービス事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であるため、該当事項

はありません。

　
【関連情報】

前連結会計年度（自　平成23年4月1日　至　平成24年3月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

外部顧客への売上高は、単一の製品・サービスによるものであるため、記載を省略しております。

　
２．地域ごとの情報

（１）売上高

本邦の外部顧客への売上高が、連結損益及び包括利益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を

省略しております。

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が、連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超える

ため、記載を省略しております。

　
３．主要な顧客ごとの情報

　（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

パナソニック株式会社 5,325 情報サービス

パナソニック電工株式会社 13,922 情報サービス

パナソニック電工株式会社は、平成24年1月1日付でパナソニック株式会社に吸収合併されました。この

ため、上記のパナソニック電工株式会社の当連結会計年度の売上高は、平成23年4月1日平成23年12月31

日までの期間の取引金額を記載しております。
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当連結会計年度（自　平成24年4月1日　至　平成25年3月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

外部顧客への売上高は、単一の製品・サービスによるものであるため、記載を省略しております。

　
２．地域ごとの情報

（１）売上高

本邦の外部顧客への売上高が、連結損益及び包括利益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を

省略しております。

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が、連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超える

ため、記載を省略しております。

　
３．主要な顧客ごとの情報

　（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

パナソニック株式会社 19,079 情報サービス

　
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当社グループの事業は、情報サービス事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であるため、記載

を省略しております。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

1　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

　　(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社および主要株主(会社等に限る)等

　前連結会計年度（自　平成23年4月1日　至　平成24年3月31日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
パナソニック
株式会社

大阪府
門真市

258,740

電気・電

子機器等

の製造・

販売

(被所有)
直接
63.70
間接
0.33

情報システ
ムサービス
の提供等

業務受託料 3,403売　掛　金 2,358

システム開
発受託料等

894
工事未収入
金

1,344

商品の販売
等

1,019未収入金 1

商品の仕入
等

88

買　掛　金 26

ソフトウエ
ア利用許諾
料

19

賃　借　料 113未　払　金 254

短期預託 12,855

預　け　金 13,698

預託利息 12

(注) 1．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

2．取引条件および取引条件の決定方針等

①　当社の親会社であるパナソニック株式会社は、平成24年1月1日付でパナソニック株式会社を存続会社とし、

パナソニック電工株式会社を消滅会社とする吸収合併を行いました。

②　業務受託料については、市場価格および総原価を勘案して当社希望価格を提示し、半期毎に交渉のうえ、価格

を決定しております。

③　システム開発受託料等については、市場価格および総原価を勘案して当社希望価格を提示し、案件毎に価格

を決定しております。

④　商品の販売等および商品の仕入等については、市場価格を基に価格を決定しております。

⑤　ソフトウエア利用許諾料および賃借料については、市場価格および提示された価格を踏まえて、半期毎に交

渉のうえ、価格を決定しております。

⑥　預託金利については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

3．未収入金および未払金の期末残高は経費立替分を除いております。

4．業務受託は、情報システムサービスの提供等をしているものであります。
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種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
パナソニック
電工株式会社

大阪府
門真市

148,513

照明・情

報機器・

電器・住

宅設備等

の製造及

び販売

(被所有)
直接
63.70
間接
0.16

情報システ
ムサービス
の提供等

業務受託料 9,910売　掛　金 1,968

システム開
発受託料等

2,899
工事未収入
金

1,416

商品の販売
等

1,080未収入金 22

商品の仕入
等

36

買　掛　金 9

ソフトウエ
ア利用許諾
料

58

賃　借　料 306未　払　金 101

短期預託 12,102

預　け　金 12,011

預託利息 14

(注) 1．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

2．取引条件および取引条件の決定方針等

①　パナソニック電工株式会社は、平成23年10月1日付でパナソニック電工株式会社を存続会社とし、パナソニッ

ク電工ファイナンス株式会社を消滅会社とする吸収合併を行いました。

②　パナソニック電工株式会社は、平成24年1月1日付でパナソニック株式会社に吸収合併されました。このため、

上記の取引金額は関連当事者であった期間の取引金額、また、期末残高は関連当事者に該当しなくなった時

点での残高を記載しております。

③　システム開発受託料等については、市場価格および総原価を勘案して当社希望価格を提示し、案件毎に価格

を決定しております。

④　業務受託料については、市場価格および総原価を勘案して当社希望価格を提示し、半期毎に交渉のうえ、価格

を決定しております。

⑤　商品の販売等および商品の仕入等については、市場価格を基に価格を決定しております。

⑥　ソフトウエア利用許諾料および賃借料については、市場価格および提示された価格を踏まえて、半期毎に交

渉のうえ、価格を決定しております。

⑦　預託金利については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

3．未収入金および未払金の期末残高は経費立替分を除いております。

4．業務受託は、情報システムサービスの提供等をしているものであります。
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　当連結会計年度（自　平成24年4月1日　至　平成25年3月31日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
パナソニック
株式会社

大阪府
門真市

258,740

電気・電

子機器等

の製造・

販売

(被所有)
直接
63.70
間接
0.33

情報システ
ムサービス
の提供等

業務受託料 12,912売　掛　金 3,515

システム開
発受託料等

4,548
工事未収入
金

706

商品の販売
等

1,600未収入金 2

商品の仕入
等

521

買　掛　金 70

ソフトウエ
ア利用許諾
料

89

賃　借　料 556未　払　金 146

短期預託 14,843

預　け　金 15,987

預託利息 28

(注) 1．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

2．取引条件および取引条件の決定方針等

①　業務受託料については、市場価格および総原価を勘案して当社希望価格を提示し、半期毎に交渉のうえ、価格

を決定しております。

②　システム開発受託料等については、市場価格および総原価を勘案して当社希望価格を提示し、案件毎に価格

を決定しております。

③　商品の販売等および商品の仕入等については、市場価格を基に価格を決定しております。

④　ソフトウエア利用許諾料および賃借料については、市場価格および提示された価格を踏まえて、半期毎に交

渉のうえ、価格を決定しております。

⑤　預託金利については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

3．未収入金および未払金の期末残高は経費立替分を除いております。

4．業務受託は、情報システムサービスの提供等をしているものであります。
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　　(イ) 連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等

　前連結会計年度（自　平成23年4月1日　至　平成24年3月31日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の

親会社

を持つ

会社

パナソニック

電工ファイナ

ンス株式会社

大阪府

門真市
1,000

パナソニッ

ク 電 工 グ

ル ー プ の

ファイナン

ス業務

─
（─）

預託等

短期預託 12,319預け金 12,194

預託利息 30未収入金 23

(注) 取引条件および取引条件の決定方針等

①　パナソニック電工ファイナンス株式会社は、平成23年10月1日付でパナソニック電工株式会社に吸収合併さ

れました。このため、上記の取引金額は関連当事者であった期間の取引金額、また、期末残高は関連当事者に

該当しなくなった時点での残高を記載しております。

②　預託金利については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の

親会社

を持つ

会社

パナホーム

株式会社

大阪府

豊中市
28,375

住宅及び部

材の製造・

販売

(被所有)

直接

 0.16

情報システ

ムサービス

の提供等

業務受託料 2,291

売掛金 732
システム開

発受託料等
1,209

商品の販売

等
90
工事未収入

金
0

賃借料 11 未払金 0

(注) 1．パナホーム株式会社の取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

2．取引条件および取引条件の決定方針等

①　業務受託料については、市場価格および総原価を勘案して当社希望価格を提示し、四半期毎に交渉のうえ、価

格を決定しております。

②　システム開発受託料等については、市場価格および総原価を勘案して当社希望価格を提示し、案件毎に価格

を決定しております。

③　商品の販売等については、市場価格を基に価格を決定しております。

④　賃借料については、市場価格および提示された価格を踏まえ、半期毎に交渉のうえ、価格を決定しておりま

す。

3．業務受託は、情報システムサービスの提供等をしているものであります。

　

EDINET提出書類

パナソニックインフォメーションシステムズ株式会社(E05197)

有価証券報告書

 71/100



　

　当連結会計年度（自　平成24年4月1日　至　平成25年3月31日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の

親会社

を持つ

会社

パナホーム

株式会社

大阪府

豊中市
28,375

住宅及び部

材の製造・

販売

(被所有)

直接

 0.16

情報システ

ムサービス

の提供等

業務受託料 2,047

売掛金 812
システム開

発受託料等
684

商品の販売

等
116

工事未収入

金
0

賃借料 12 未払金 0

(注) 1．パナホーム株式会社の取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

2．取引条件および取引条件の決定方針等

①　業務受託料については、市場価格および総原価を勘案して当社希望価格を提示し、四半期毎に交渉のうえ、価

格を決定しております。

②　システム開発受託料等については、市場価格および総原価を勘案して当社希望価格を提示し、案件毎に価格

を決定しております。

③　商品の販売等については、市場価格を基に価格を決定しております。

④　賃借料については、市場価格および提示された価格を踏まえ、半期毎に交渉のうえ、価格を決定しておりま

す。

3．業務受託は、情報システムサービスの提供等をしているものであります。

　

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　該当事項はありません。

　

2　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

パナソニック株式会社（株式会社東京証券取引所、株式会社大阪証券取引所、株式会社名古屋証券取引

所、ニューヨーク証券取引所に上場）

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

　
前連結会計年度

(自  平成23年4月１日
至  平成24年3月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年4月１日
至  平成25年3月31日)

１株当たり純資産額 2,145円　22銭 2,330円　98銭

１株当たり当期純利益金額 209円　02銭 253円　56銭

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２　算定上の基礎は次のとおりであります。

　

　(1)１株当たり当期純利益金額

　

項目
前連結会計年度

(自　平成23年4月 1日
至　平成24年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年4月 1日
至　平成25年3月31日)

連結損益及び包括利益計算書上の当期純利益(百万円) 2,227 2,701

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,227 2,701

普通株式の期中平均株式数(株) 10,655,703 10,655,645

　

　　(2)１株当たり純資産額
　

項目
前連結会計年度 当連結会計年度

（平成24年3月31日） （平成25年3月31日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 22,858 24,838

普通株式に係る純資産額(百万円) 22,858 24,838

差額の主な内訳(百万円) ─ ―

普通株式の発行済株式数(株) 10,656,000 10,656,000

普通株式の自己株式数(株) 320 372

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株)

10,655,680 10,655,628

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ─ ─ ─ ―

1年以内に返済予定の長期借入金 ─ ─ ─ ―

1年以内に返済予定のリース債務 247 195 2.01 ─

長期借入金（1年以内に返済予定
のものを除く）

─ ─ ─ ―

リース債務（1年以内に返済予定
のものを除く）

362 175 2.01
　平成26年4月～
　平成29年2月　

その他有利子負債 　 　 　 　

　長期預り金 43 35 7.05
　平成25年6月～
　平成42年12月

計 653 406 ― ―

(注) 1．平均利率は、当期末残高の加重平均利率によっております。

2．リース債務及びその他有利子負債(1年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後5年内における1年ごとの

返済予定額は以下のとおりであります。

　 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内

リース債務
(百万円)

162 11 1 ―

その他有利子負債
(百万円)

1 2 2 2

　

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第1四半期 第2四半期 第3四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 7,843 16,864 24,962 35,178

税金等調整前
四半期(当期)
純利益金額

(百万円) 725 2,033 3,146 4,411

四半期(当期)
純利益金額

(百万円) 438 1,234 1,906 2,701

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 41.19 115.89 178.91 253.56

　

(会計期間) 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

１株当たり
四半期純利益金額

(円) 41.19 74.70 63.02 74.65
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

（単位：百万円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 172 229

売掛金 ※1
 4,968

※1
 6,485

工事未収入金 ※1
 1,518

※1
 806

商品及び製品 65 289

仕掛品 66 70

貯蔵品 0 1

前渡金 135 92

前払費用 498 587

繰延税金資産 386 468

未収入金 60 65

預け金 ※1
 13,704

※1
 15,993

関係会社短期貸付金 220 200

1年内回収予定の関係会社長期貸付金 42 42

その他 － 13

流動資産合計 21,839 25,346

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 691 651

工具、器具及び備品（純額） 2,073 2,144

リース資産（純額） 488 317

建設仮勘定 745 139

有形固定資産合計 ※2
 4,000

※2
 3,252

無形固定資産

ソフトウエア 435 307

ソフトウエア仮勘定 36 42

リース資産 37 －

その他 39 13

無形固定資産合計 548 364

投資その他の資産

投資有価証券 279 231

関係会社株式 203 203

関係会社長期貸付金 42 －

長期受取債権 6 0

長期前払費用 550 579

前払年金費用 843 679

繰延税金資産 － 29

その他 244 243

貸倒引当金 △6 △0

投資その他の資産合計 2,163 1,966

固定資産合計 6,712 5,583

資産合計 28,552 30,930
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（単位：百万円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 ※1
 1,687

※1
 2,119

未払金 ※1
 1,562

※1
 1,662

未払消費税等 112 256

未払費用 295 151

未払法人税等 998 947

前受金 31 53

預り金 3 12

賞与引当金 482 642

役員賞与引当金 12 17

その他 247 195

流動負債合計 5,434 6,058

固定負債

長期預り金 43 35

繰延税金負債 21 －

リース債務 362 175

固定負債合計 427 211

負債合計 5,861 6,269

純資産の部

株主資本

資本金 1,040 1,040

資本剰余金

資本準備金 870 870

資本剰余金合計 870 870

利益剰余金

利益準備金 10 10

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 20,712 22,712

利益剰余金合計 20,723 22,723

自己株式 △0 △0

株主資本合計 22,633 24,633

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 57 27

評価・換算差額等合計 57 27

純資産合計 22,690 24,660

負債純資産合計 28,552 30,930
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②【損益計算書】
（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

売上高 ※1
 34,712

※1
 33,972

システムサービス売上高 22,001 21,744

システムソリューション売上高 7,602 7,443

システム機器・通信機器関連売上高 5,107 4,784

売上原価 ※3
 28,140

※3
 27,077

システムサービス売上原価 17,625 16,846

システムソリューション売上原価 6,218 6,198

システム機器・通信機器関連売上原価 4,296 4,033

売上総利益 6,571 6,895

販売費及び一般管理費 ※2, ※3
 2,409

※2, ※3
 2,497

営業利益 4,162 4,397

営業外収益

受取利息 ※1
 59

※1
 30

受取配当金 5 5

その他 3 1

営業外収益合計 68 36

営業外費用

支払利息 14 13

固定資産廃却損 ※4
 7

※4
 1

為替差損 2 8

租税公課 － 22

その他 5 4

営業外費用合計 29 50

経常利益 4,201 4,384

特別損失

構造改革費用 446 －

特別損失合計 446 －

税引前当期純利益 3,754 4,384

法人税、住民税及び事業税 1,770 1,807

法人税等調整額 △203 △115

法人税等合計 1,566 1,691

当期純利益 2,188 2,692
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【売上原価明細書】

(1) システムサービス売上原価

　

　 　
前事業年度

(自　平成23年4月 1日
至　平成24年3月31日)

当事業年度
(自　平成24年4月 1日
至　平成25年3月31日)

区分
注記
番号

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

Ⅰ　労務費 　 2,990 17.0 2,988 17.7

Ⅱ　外注費 　 6,761 38.3 6,614 39.2

Ⅲ　経費 注2 7,887 44.7 7,278 43.1

　　当期総製造費用 　 17,639100.0 16,881100.0

　　期首仕掛品棚卸高 　 -　 -　

合計 　 17,639　 16,881　

　　他勘定振替高 注3 14　 35　

　　期末仕掛品棚卸高 　 -　 -　

　　当期売上原価 　 17,625　 16,846　

　 　 　 　 　 　

(注) 1　原価計算の方法

　　当社では実際原価による個別原価計算を採用しております。

　 　2　経費の主な内訳は、次のとおりであります。

項目
前事業年度
（百万円）

当事業年度
（百万円）

リース料 3,005 2,834

減価償却費 1,854 1,561

通信設備使用料 926 727

　 　3　他勘定振替高の主な内訳は、次のとおりであります。

項目
前事業年度
（百万円）

当事業年度
（百万円）

ソフトウエア仮勘定 12 35
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(2)システムソリューション売上原価

　

　 　
前事業年度

(自　平成23年4月 1日
至　平成24年3月31日)

当事業年度
(自　平成24年4月 1日
至　平成25年3月31日)

区分
注記
番号

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

Ⅰ　労務費 　 1,256 20.4 1,309 21.1

Ⅱ　外注費 　 4,441 72.2 4,363 70.4

Ⅲ　経費 注2 454 7.4 527 8.5

　　当期総製造費用 　 6,152 100.0 6,199 100.0

　　期首仕掛品棚卸高 　 128　 62　

合計 　 6,281　 6,262　

　　期末仕掛品棚卸高 　 62　 64　

　　当期売上原価 　 6,218　 6,198　

　 　 　 　 　 　

(注) 1　原価計算の方法

　　当社では実際原価による個別原価計算を採用しております。

　 　2　経費の主な内訳は、次のとおりであります。

項目
前事業年度
（百万円）

当事業年度
（百万円）

減価償却費 175 131

賃借料 128 249
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(3) システム機器・通信機器関連売上原価

　

　 　
前事業年度

(自　平成23年4月 1日
至　平成24年3月31日)

当事業年度
(自　平成24年4月 1日
至　平成25年3月31日)

区分
注記
番号

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

Ⅰ　商品及び製品 　 　 　 　 　

　　期首商品及び製品棚卸高 　 63　 65　

　　当期商品及び製品仕入高 　 2,683　 2,674　

　　他勘定振替高 注2 7　 24　

　　期末商品及び製品棚卸高 　 65　 289　

　　当期商品及び製品原価 　 2,673 62.2 2,425 60.1

Ⅱ　通信設備使用料 注3 729 16.9 637 15.8

Ⅲ　労務費 　 258 6.0 261 6.5

Ⅳ　外注費 　 566 13.2 635 15.8

Ⅴ　経費 注4 72 1.7 75 1.8

合計 　 4,300 100.0 4,035 100.0

　　期首仕掛品棚卸高 　 0　 4　

　　期末仕掛品棚卸高 　 4　 6　

　　当期売上原価 　 4,296　 4,033　

　 　 　 　 　 　

(注) 1　原価計算の方法

　　当社では情報関連工事については、実際原価による個別原価計算を採用しております。

　 　2　商品及び製品の他勘定振替高は、システムサービス売上原価の経費への振替高等であります。

　 　3　通信設備使用料は、通信業者等の事業者間接続料であります。

　 　4　経費の主な内訳は、次のとおりであります。

項目
前事業年度
（百万円）

当事業年度
（百万円）

賃借料 45 44

旅費交通費 10 11
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③【株主資本等変動計算書】
（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,040 1,040

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,040 1,040

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 870 870

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 870 870

資本剰余金合計

当期首残高 870 870

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 870 870

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 10 10

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 10 10

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 19,217 20,712

当期変動額

剰余金の配当 △692 △692

当期純利益 2,188 2,692

当期変動額合計 1,495 2,000

当期末残高 20,712 22,712

利益剰余金合計

当期首残高 19,227 20,723

当期変動額

剰余金の配当 △692 △692

当期純利益 2,188 2,692

当期変動額合計 1,495 2,000

当期末残高 20,723 22,723
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（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

自己株式

当期首残高 △0 △0

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △0 △0

株主資本合計

当期首残高 21,138 22,633

当期変動額

剰余金の配当 △692 △692

当期純利益 2,188 2,692

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 1,495 2,000

当期末残高 22,633 24,633

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 92 57

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△34 △29

当期変動額合計 △34 △29

当期末残高 57 27

評価・換算差額等合計

当期首残高 92 57

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△34 △29

当期変動額合計 △34 △29

当期末残高 57 27

純資産合計

当期首残高 21,230 22,690

当期変動額

剰余金の配当 △692 △692

当期純利益 2,188 2,692

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △34 △29

当期変動額合計 1,460 1,970

当期末残高 22,690 24,660

EDINET提出書類

パナソニックインフォメーションシステムズ株式会社(E05197)

有価証券報告書

 82/100



【注記事項】

(重要な会計方針)

1　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

　

2　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

(1) 商品・製品・貯蔵品

移動平均法

(2) 仕掛品

個別法

　

3　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、主な耐用年数は下記のとおりです。

建物 8～15年

工具器具及び備品 3～10年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

市場販売目的のソフトウエア及び収益の獲得を目的とした自社利用のソフトウエアについては、将

来の収益が確実と認められる期間(3年以内)、社内利用による費用削減が確実なものについては、社内

での利用可能期間(5年以内)に基づく定額法を採用しております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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4　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

なお、当事業年度末までの貸倒実績が僅少であるため、一般債権に係る実績繰入率を零としておりま

す。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当事業年度の負担額を計上して

おります。

(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当事業年度の負担額を計上してお

ります。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

計上しております。ただし、年金資産の額が、退職給付債務に未認識過去勤務債務及び未認識数理計算上

の差異を加減した額を超過している場合は、投資その他の資産に前払年金費用として計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(7年)による定額法により

費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15

年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

　

5  収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の

進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　

6　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

　

(表示方法の変更)

（損益計算書関係）

　前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「為替差損」は、営業外費用の総額

の100分の10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映

させるため、前事業年度の財務諸表の組み替えを行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた7百万円

は、「為替差損」2百万円、「その他」5百万円として組み替えております。
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(貸借対照表関係)

※1　関係会社に対する資産及び負債の主なものは次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成24年3月31日)
当事業年度

(平成25年3月31日)

売掛金 2,360百万円 3,517百万円

工事未収入金 1,344百万円 706百万円

預け金 13,698百万円 15,987百万円

買掛金 44百万円 101百万円

未払金 286百万円 173百万円

　

※2　有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成24年3月31日)
当事業年度

(平成25年3月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 5,034百万円 6,213百万円
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(損益計算書関係)

※1　関係会社との取引高の主なものは次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年4月 1日
至  平成24年3月31日)

当事業年度
(自  平成24年4月 1日
至  平成25年3月31日)

売上高
受取利息

19,239百万円
28百万円

19,102百万円
29百万円

　
　
※2　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年4月 1日
至  平成24年3月31日)

当事業年度
(自  平成24年4月 1日
至  平成25年3月31日)

給料及び諸手当 962百万円 856百万円

賞与引当金繰入額 32百万円 135百万円

社外要員費 172百万円 189百万円

賃借料 184百万円 179百万円

法定福利費 136百万円 164百万円

役員報酬 95百万円 111百万円

退職給付費用 84百万円 93百万円

貸倒引当金繰入額 △0百万円 0百万円

情報処理費 133百万円 122百万円

役員賞与引当金繰入額 12百万円 17百万円

減価償却費 18百万円 18百万円

前事業年度の販売費の割合は約48％で、一般管理費の割合は約52％であります。
当事業年度の販売費の割合は約48％で、一般管理費の割合は約52％であります。

　
※3　一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開発費は次のとおりであります。

前事業年度
(自  平成23年4月 1日
至  平成24年3月31日)

当事業年度
(自  平成24年4月 1日
至  平成25年3月31日)

128百万円 135百万円

　
※4　固定資産廃却損の内訳は次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年4月 1日
至  平成24年3月31日)

当事業年度
(自  平成24年4月 1日
至  平成25年3月31日)

建物 ― 0百万円

工具、器具及び備品 0百万円 1百万円

ソフトウエア 1百万円 0百万円

ソフトウエア仮勘定 6百万円 ―

計 7百万円 1百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成23年4月1日　至　平成24年3月31日)

　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 0 0 ─ 0

　　（変動事由の概要）
　　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。　

　

当事業年度(自　平成24年4月1日　至　平成25年3月31日)

　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 0 0 ─ 0

　　（変動事由の概要）
　　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。　

　
(リース取引関係)

1．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)リース資産の内容

有形固定資産

システムサービス売上に係るネットワーク機器やサーバなどのハードウエアであります。

無形固定資産

システムサービス売上に係るソフトウエアライセンスであります。

(2)リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「3　固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年3月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次の

とおりであります。

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　
　 前事業年度(平成24年3月31日)

　 工具、器具及び備品 ソフトウエア 合計

取得価額相当額 31百万円 1百万円 33百万円

減価償却累計額相当額 25百万円 1百万円 27百万円

期末残高相当額 6百万円 0百万円 6百万円

　

　

　 当事業年度(平成25年3月31日)

　 工具、器具及び備品 ソフトウエア 合計

取得価額相当額 18百万円 ― 18百万円

減価償却累計額相当額 16百万円 ― 16百万円

期末残高相当額 2百万円 ― 2百万円

　

EDINET提出書類

パナソニックインフォメーションシステムズ株式会社(E05197)

有価証券報告書

 87/100



　

②未経過リース料期末残高相当額

　
前事業年度

(平成24年3月31日)
当事業年度

(平成25年3月31日)

1年内 4百万円 2百万円

1年超 3百万円 0百万円

合計 7百万円 3百万円

　

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　
前事業年度

(自  平成23年4月 1日
至  平成24年3月31日)

当事業年度
(自  平成24年4月 1日
至  平成25年3月31日)

支払リース料 63百万円 5百万円

減価償却費相当額 52百万円 4百万円

支払利息相当額 0百万円 0百万円

　

④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

⑤利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。

　

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

　

2．オペレーティング・リース取引（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　
前事業年度

(平成24年3月31日)
当事業年度

(平成25年3月31日)

1年内 177百万円 90百万円

1年超 106百万円 50百万円

合計 283百万円 141百万円

　

(有価証券関係)

子会社株式（前事業年度および当事業年度の貸借対照表計上額は203百万円）は、市場価格がなく、

時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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(税効果会計関係)

1　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

(平成24年3月31日)
当事業年度

(平成25年3月31日)

(流動資産) 　 　

 繰延税金資産 　 　

  未払事業税 70百万円 76百万円

  賞与引当金 206百万円 277百万円

  その他 109百万円 115百万円

  合計 386百万円 468百万円

(固定資産) 　 　

 繰延税金資産 　 　

  減価償却超過額 262百万円 235百万円

  繰延資産償却超過額 19百万円 12百万円

  一括償却資産 4百万円 16百万円

  投資有価証券評価損 20百万円 20百万円

  貸倒引当金 2百万円 0百万円

　その他 2百万円 2百万円

  合計 312百万円 287百万円

(固定負債) 　 　

 繰延税金負債 　 　

  前払年金費用 △298百万円 △240百万円

  その他有価証券評価差額金 △34百万円 △16百万円

  合計 △333百万円 △257百万円

  繰延税金資産の純額（固定） ― 29百万円

  繰延税金負債の純額（固定） △21百万円 ―

　

2　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

前事業年度(自　平成23年4月1日　至　平成24年3月31日)

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の5

以下であるため、記載を省略しております。

当事業年度(自　平成24年4月1日　至　平成25年3月31日)

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の5

以下であるため、記載を省略しております。
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(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

　

　
前事業年度

(自  平成23年4月1日
 至  平成24年3月31日)

当事業年度
(自  平成24年4月1日
 至  平成25年3月31日)

１株当たり純資産額 2,129円　45銭 2,314円　35銭

１株当たり当期純利益金額 205円　34銭 252円　71銭

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２　算定上の基礎は次のとおりであります。

　

　(1)１株当たり当期純利益金額

　

項目
前事業年度

(自　平成23年4月 1日
至　平成24年3月31日)

当事業年度
(自　平成24年4月 1日
至　平成25年3月31日)

損益計算書上の当期純利益(百万円) 2,188 2,692

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,188 2,692

普通株式の期中平均株式数(株) 10,655,703 10,655,645

　

　　(2)１株当たり純資産額
　

項目
前事業年度 当事業年度

（平成24年3月31日） （平成25年3月31日）

貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 22,690 24,660

普通株式に係る純資産額(百万円) 22,690 24,660

差額の主な内訳(百万円) ─ ─

普通株式の発行済株式数(株) 10,656,000 10,656,000

普通株式の自己株式数(株) 320 372

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株)

10,655,680 10,655,628

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

(投資有価証券) 　 　

その他有価証券 　 　

　インフォテリア株式会社 550,000 107

　情報技術開発株式会社 180,000 123

計 730,000 231

　

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 946 25 3 969 318 63 651

　工具、器具及び備品 6,539 1,218 111 7,646 5,502 1,146 2,144

　リース資産 802 9 100 711 393 180 317

　建設仮勘定 745 645 1,251 139 ― ― 139

有形固定資産計 9,034 1,898 1,465 9,466 6,213 1,390 3,252

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウエア 6,411 129 0 6,540 6,233 257 307

　ソフトウエア仮勘定 36 142 135 42 ― ― 42

　リース資産 122 ― ― 122 122 37 ―

　その他 130 ― ― 130 117 26 13

無形固定資産計 6,700 271 135 6,837 6,473 321 364

長期前払費用 550 335 306 579 ― ― 579

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注)　当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。
　　　有形固定資産

工具、器具及び備品 メインフレームなどの各種ハードウェアの取得 1,026百万円

建設仮勘定 メインフレームなどの各種ハードウェアの取得 423百万円
　　　無形固定資産

ソフトウェア 統合IT資産管理システム開発 98百万円

長期前払費用 ライセンス料 265百万円
　

【引当金明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 6 0 6 - 0

賞与引当金 482 642 482 - 642

役員賞与引当金 12 17 12 - 17
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

当事業年度末(平成25年3月31日)における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。

①　現金及び預金

　

区分
金額
(百万円)

現金 0

預金 　

　普通預金 229

計 229

合計 229

　

②　売掛金

　

相手先
金額
(百万円)

パナソニック株式会社 3,515

パナホーム株式会社 812

パナソニックＥＳテクノサービス株式会社 128

ケイミュー株式会社 90

日本電産株式会社 79

その他 1,858

合計 6,485

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

当期首残高
(百万円)
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
(Ｃ)

当期末残高
(百万円)
(Ｄ)

回収率
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間
((Ａ)＋(Ｄ))÷２
(Ｂ)÷365

4,968 36,407 34,890 6,485 84.3％ 57.4日

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の「当期発生高」には消費税等が含まれております。
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③　たな卸資産

商品及び製品

　

品名
金額
(百万円)

システム機器（パソコン・プリンタ） 185

市販ソフトウエア他 104

合計 289

　

仕掛品

　

品名
金額
(百万円)

プログラム開発他 70

合計 70

　

貯蔵品

　

品名
金額
(百万円)

消耗品他 1

合計 1

　

④　預け金

　

相手先
金額

(百万円）

パナソニック株式会社 15,987

その他 5

合計 15,993
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⑤　買掛金

　

相手先
金額
(百万円)

富士通株式会社 139

日本ＣＡ株式会社 130

イージェネラ株式会社 117

ＴＤＩシステムサービス株式会社 116

株式会社富士通エフサス 71

その他 1,543

合計 2,119

　

⑥　未払金

　

相手先
金額
(百万円)

富士通株式会社 293

日本電気株式会社 195

株式会社ビジネスブレイン太田昭和　 188

パナソニック株式会社 147

情報技術開発株式会社 143

その他 694

合計 1,662

　

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 4月１日から3月31日まで

定時株主総会 6月中

基準日 3月31日

剰余金の配当の基準日
9月30日
3月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目5番33号　　　 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号　　三井住友信託銀行株式会社

　
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号　　三井住友信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 無料

公告掲載方法
電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告により行
うことができないときは、日本経済新聞に掲載する方法により行う。　
公告掲載URL　http://is-c.panasonic.co.jp/

株主に対する特典 該当事項なし
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の7第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　
（１）有価証券報告書及びその添付書類、有価証券報告書の確認書

　　　事業年度　第14期（自　平成23年4月1日　至　平成24年3月31日）　平成24年6月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　近畿財務局長に提出

　

（２）内部統制報告書

　　　事業年度　第14期（自　平成23年4月１日　至　平成24年3月31日）　平成24年6月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　近畿財務局長に提出

　

（３）四半期報告書、四半期報告書の確認書

　　　第15期第1四半期（自　平成24年4月１日　至　平成24年6月30日）　平成24年8月6日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　近畿財務局長に提出

　　　第15期第2四半期（自　平成24年7月１日　至　平成24年9月30日）　平成24年11月6日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　近畿財務局長に提出

　　　第15期第3四半期（自　平成24年10月1日　至　平成24年12月31日） 平成25年2月6日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　近畿財務局長に提出

　

（４）有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

　　　事業年度　第14期（自　平成23年4月１日　至　平成24年3月31日）　平成24年12月21日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　近畿財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成25年6月21日

　

パナソニック インフォメーションシステムズ株式会社

取締役会　御中

　
有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　　山　　謙　　司　　印

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佃　　弘　　一　　郎　　印
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　出　　田　　吉　　孝　　印

　
＜財務諸表監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲
げられているパナソニック インフォメーションシステムズ株式会社（旧会社名　パナソニック電工インフォ
メーションシステムズ株式会社）の平成24年4月1日から平成25年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸
表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益及び包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・
フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について
監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成
し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証
を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査
手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸
表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその
適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ
とが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、パナソニック インフォメーションシステムズ株式会社（旧会社名　パナソニック電工インフォメー
ションシステムズ株式会社）及び連結子会社の平成25年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す
る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第2項の規定に基づく監査証明を行うため、パナソニック イン

フォメーションシステムズ株式会社（旧会社名　パナソニック電工インフォメーションシステムズ株式会

社）の平成25年3月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、パナソニック インフォメーションシステムズ株式会社（旧会社名　パナソニック電工イン

フォメーションシステムズ株式会社）が平成25年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評

価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

※1　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

　2　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成25年6月21日

　

パナソニック インフォメーションシステムズ株式会社

取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　　山　　謙　　司　　印

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佃　　弘　　一　　郎　　印
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　出　　田　　吉　　孝　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲
げられているパナソニック インフォメーションシステムズ株式会社（旧会社名　パナソニック電工インフォ
メーションシステムズ株式会社）の平成24年4月1日から平成25年3月31日までの第15期事業年度の財務諸表、
すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表に
ついて監査を行った。
　
財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当
監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と
適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並
びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、パナソニック インフォメーションシステムズ株式会社（旧会社名　パナソニック電工インフォメーショ
ンシステムズ株式会社）の平成25年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績
をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

※1　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

　2　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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